
The Political Economy and Economic History Society

NII-Electronic Library Service

The 　Politioal 　Eoonomy 　and 　Eoonomio 　History 　Sooiety

歴 史 と 経 済 第 206 号 （2010 年 1 月〉

高度成長期 日本 の 産業政策と設備投資調整
一 エ チ レ ン 30 万 トン基 準再 考

一

橋 　本 　規　之

1　 問題の 所在

　1960 年代 は 鉄鋼，合成繊維，紙 パ ル プ，石 油 精 製 ，

石油化学 な ど を申心 に
， 設備投 資は あ る 程度組織化 さ れ，

政府 の 監督 ・指導下 に お か れ た．設備投資は 装 着産業 に

お い て 経営戦略 の 最 重 要 項 目で あ り，企 業 の 資本蓄積 と

産業組織 の 構 造 を規 定す る 主 要 な 要 閃 と な る．育 成 政 策

の 対象 で あ っ た 高度成長期 の 石 油化学 は，資本 自由 化対

策 と 国際競争力 強 化 の 観 点 か ら，64 年 に 通 商 産業省 と

業界 の 代表を中心 に官民協調懇 談会 を設立 し，74 年ま

で新規参入 と設備投資の 調整を 行 っ た
L，．

　 本 稿 の 主 題 は，こ の 石油 化学 協調 懇談会 （以 ドで は 適

宜，協調懇 と略す） の 分析 で あ る．協調懇体制 で は，そ

の 後 の 石油化学 の 産業組織 を規定 した 施策 と して ，エ チ

レ ン 30 万 ト ン 基準 （年産能力．以下 で は 適宜 ， 30 万 ト

ン 基準 と略す） が よ く知 られ て い る．67 年 に 示 さ れ た

こ の 基準 は，外資法の 許 口∫条件 と して 技術導入を伴 う設

備投資の 最低規 模を指定し た もの で あ る．

　30 万 トン 基準に 限 らず ， 協調懇方式に よ る 設備投 資

調整 は 法律 の 裏付け が な く，政策手段 として 主 に 行政指

導が 用 い ら れ だ
）．設備投資調整 の 議論 は，政 策 と し て

の 影響力 を 認 め る か 否か で 見 解が 分 か れ る．政 策 の 影響

力 が な い とす る 立 場 で は，外資法に よ る介 入 的 な運 用 実

績がない こ とを理由 に，協調懇 の 参入規制 と投資調整 の

有効性 を完全 に 否定した E 輪芳朗 と J ・マ
ー

ク
・
ラ ム ザ

イ ヤ ーが 代表的で あ る
1：．し か し重 要 な こ と は ，禁 止 的

な運用実績 の 有無 で はな く，各計画が 30 万 トン 基準 を

ク リ ア す る 内容 に まとめ られ た こ とで あ る．そ こ に，企

業側 が 外資法 に 基づ く政府 の 許可権 を考慮 して い た事情

を み るべ きで あ ろ う．

　特 振 法案 の 立 案を検討 し た 大山耕輔 は，限 りなく自卞

調 整 に 近 い 指 導 で あ る ゆ えに 協調 懇 の 拘束力 は な い と し

だ
；．大 山は 行政指導 の 強制力 の 脆 弱性 を前提 とし て い

る が ，実際 に は 企 業間提携 や コ ン ビ ナ
ー

トの 企 業構成 に

影響 をづ・えた こ と は，後論 が 示す通 りで あ る．通 産省の

規制力 の 議論 に お い て 注 目す べ きは，30 万 トン 基準 の

要件 が い か に し て 満 た され た か で あ り， 要件を 満た すた

め に通産省が い かな る 追加修 正 を課 し た か で あ る．

　投資調整の 政策的な影響力を認 め る 立場 で は，投資調

整 が 適 正 水準 に 収 ま っ た と い う認 識 は あ ま りみ られ な

い ．多 くの 場合，そ の 調 整行為 が か えっ て 企 業 の 投資競

争 を刺激 し，結果的 に
“
過剰投資

”
の 要 因 に な っ た と捉

えて い る
S〕．こ れ まで の 過剰投資の 議論 は 大別 し て ， 

割当制 ，   金融系列 ，   長期平均費用 の 逓減，  企 業 の

組織能力，  市場
・
需要 の 伸長 の 5 点 に整 理 で きる．

　まず ， 投資調 整 に よ る 過 剰投 資の 発 生 メ カ ニ ズ ム に 関

し て ， 今井賢
一

と小宮隆太郎は ， 設備枠 の割当自体に基

本的要 因を求 め た
d’．し か し，鉄鋼業 の 検討 に 基 づ い た

今井 の 主張 に は，三 輪 に よ る 有力 な 反 証 が あ る
T）．両 者

の 議論 を 踏 ま えた鶴田 俊 正 は，政 策的 介人 が 個別企 業 問

の 投資の リ ズ ム を乱 し，同 時期 に集 中 す る　
・
因 と な っ た

可能性を 示唆 し て い る が，投資 間隔が接近す る理 由は 明

確 で は な い
S）．

　政府の 割当制 や市場 の 拡大 に寄与す る 産業政 策は，需

要の 不確実性 を減少 させ る こ とで ，金 融 機関の 貸 出 リス

ク を低減 させ ，融 資を促 した 可 能性 が あ る．さ ら に 金 融

機関柑互 の 競争も あ り，宮崎義 の 「ワ ン セ ッ ト主 義」

に 代表 され る よ うに，結果的 に 金 融系列 ご とに 石油化学

へ の 進出 を 図 っ た側面 も否定で きな い
9／．

　過当競争 の 排 除 を 目 的 と した 規 制 や 割 当 が 求 め ら れ る

基礎 的条件 と し て ，村上 泰亮 は，長期平均費用 の 逓 減 メ

カ ニ ズ ム を提示 し た
1  ｝．こ の 特質は 重要だ が，村上 の モ

デ ル は 設備 の 大型 化 へ の 移行 と不況期 の 競争圧 力 は説明

しえて も，設備投資 の 過剰化 自体 を 論理 的 に 導 くも の で

は ない ．エ チ レ ン 30 万 ト ン 基 準 が 採用 され た 背景 を考

え る と き，長期平均費用 の 逓減状況 は ，む しろ 設備枠 の
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配分 とい う割当制 の 存続 を困難 に した こ と が指摘 で き

る．

　 エ チ レ ン 30 万 トン 基準 で は ，設備枠 に 基づ く割当 は

放棄 さ れ て い たが ， 設備投資競争 は 過 度 に促進 され た．

設備投資の 集約化が 不首尾 に終 わ っ た こ とにつ い て橘川

武郎 は，通産省が 石油化学企業 の 組織能力を過小評価 し

た た め で あ る と し，困難 と さ れ た 3  万 トン 基準を多 く

の 企 業 が ク リ ア し た 要因 と して ，企業 の 組織能力を強調

した
川 ．こ の よ うな側面 は 確 か に一

部企 業 で 観察 さ れ る

が，そ の 前提 とな る 経営環境 は，産業政策 に よ っ て 設定

さ れ て い る こ と が 少な くな い ．基本的な問題 は ，企 業 の

組織能力 で は な く，企業行動 を左右 した 30万 トン 基準

の 実際 の 運用 に あ る と考え る べ きで ある ．

　鶴 田 俊 正 は ，投 資調整 へ の 外資法 の 影 響力 を 認 め つ

つ
， 当初意図 した集約化が実現 され なか っ た理 由 と し

て ，高度成長期 の 経済実勢 ≡マ
ー

ケ ッ ト ・
フ ォ

ー
ス を強

調 した
IZ ）．し か し，こ の 要 因 に は 傾斜金融 ・傾斜減税 ，

許認 ll∫行政 な ど政策的要素が含 まれ て い る．同様 に，産

業政策 と して 推進され た既存化学品 の 石油化学方式 へ の

転換 と，石油政策 の 影響を強 く受け た 原料 ナ フ サ 環境 ま

で マ
ー

ケ ッ ト
・

フ ォ
ー

ス と し て
一

括す る こ とは 適切 で は

ない ．

　設備投資調整 に は ，投資基準 と と もに 需 給見通 しの 策

定 が 必要 で あ る
］’
．
．30 万 ト ン基準 の 需給調整を検討 した

平野創 は，基準制定後 も需 要見通 しに 基づ い た設備枠 の

上 限 が 設定 され て い た こ と，そ して 当初 は 通 産 省や 先 発

企業の 意図 を反 映 し た か た ちで 30 万 トン 計画 が 順次認

可 され た が，や が て 実需 の 想定外 の 増加が 設備枠 の 拡大

を 可 能 に し，結 果 的 に 後 発 ・後 々 発企業 の 参入 を 阻 1ヒで

きな か っ た とし た
14／

．し か し ， 次節 以降で詳し く論 じ る

が ，30 万 トン 基準の 運 用 で は 設備枠 の 上 限 は 実質 ヒ廃

止 さ れ て お り，個 別 言1．画 が 所 定 の 要 件 を 満 た し て い れ ば

原 則 認 可 す る 方針 が と ら れ て い た，個 々 の ケース を観察

す れ ば，認可 は設備枠 に基 づ い た もの で は な い こ とが 理

解 で き る．

　さ て ，以 上 の 議論 は，基 本 的 に 産業政 策 の 内容 を投資

調 整 政 策に 限 定 し て い る．従 来 の 研 究 で は 協調懇 の 投資

調 整 行 為 に 注 目す る あ ま り，そ れ 以 外 の 産 業政 策の 影 響

が 捨象 さ れ る傾向が み られ た
15〕．し か し，産業政策 と過

剰投資の 発生 メ カ ニ ズ ム を 理 解す る に は ，産業政策相 互

の 関連 を捉 え る 必 要が あ る ．ま た，外資法 に 関 して は技

術 だ け で な く，その 資本 の 導入局面 に も留意すべ きで あ

る ．通産省 は 石油産業 と石油化学産業 の 中核 を 占め る エ

チ レ ン 製造業 に 対す る 外資の 進 出に は 慎重な姿勢 を堅持

して お り，外資排除 と民族資本育成 の 政策方針が，1自：接

的
・
間接的 に石油化学企業の 設備投資行動 と 産業組織 の

編成に影響 を与 え て い る た め で ある．

　関連す る 産業 政 策 で は，原 料面 の 石 油 政 策 に 加 え て ，

塩化 ビ ニ ル モ ノ マ ー
の 原料転換政 策な ど 需要面 の 政 策

も，エ チ レ ン の 設備投資の 意思決定 と 企 業間関係 に 大 き

な影響を与 えて い る ．投資調整 を 含 む 複数 の 産 業政 策 の

相 ig1作用 を捉 え る こ とが肝要 とな る．

　本稿 で は，エ チ レ ン 30 万 ト ン 基準 を中心 に，協調懇

に よ る 設備投資調整の 体系的な考察を試み る．そ の 構成

は次の よ うに な る。まず H で ，石油化学協調懇談会に お

け る 投資調整 の 全 体像 を素描す る．続 く皿 で は，エ チ レ

ン 30 万 トン 基準 に 焦点 を 当て ，石油政策 と 原料転換 政

策，企業間関係 を軸 に 過剰投資 の 発 生 メ カ ニ ズ ム を分析

す る ．従 来 の 研究 で は ，30 万 トン 体制 の 立 ち 人 っ た 経

済的評価はほ と ん どみ られ ない た め，こ こ で は 企業別
・

工 場別 とい っ た ミ ク ロ
・

レ ベ ル で 経営成果 を捉 えて い き

た い ．IVは 結論 と展望 で ある．

ll　 石 油化 学協調 懇談会 にお け る 設備投 資調

整 ：概 観

1　 エ チ レ ン 30 万 トン 基準 の 登場

　第 1 回 石 汕化学協調懇談会 は 【964 年 12 月 21H に 開

催 さ れ ，74 年 7 月 30 日の 第 14 回 が 事実 と最後 の 会合

と な っ た．協調 懇 で は，主 に エ チ レ ン 製 造 設 備 の 新 増 設

に 関す る 方針 と基準 が 議論 され ，各誘導 品 の 製造設 備 の

新増設 に 関 す る 方針 と基準 は そ の 下 に 設 置 さ れ た 製 品 分

科会 で 決 定 さ れ だ
6》

．

　協調懇方式に 関 し て は ， 65 年 2 月 に佐橋滋 ・
通産省

次官 と渡邊喜久造 ・公取委委員 長 と の 問で 懇談が もた

れ ，「官 民 協 調 懇 談 会 で 行 な う投 資 調 整 は，通 産 省 の 責

任 の 限 界 さ え は っ き りす れ ば 認 め る．即 ち 通 産省 が 責任

をもっ て 行な う行政指導に よ る投資調整 は，独禁法 の 違

反 と しな い 」 とす る 口 頭 ゴ解 が な さ れ だ
” ．

　設備投資 基 準 の 策定で は，ま ず 65 年 1 月 の 第 3 同協

調 懇 に お い て ，エ チ レ ン の 新増設 に 関 して 年産 10万 ト

ン 基 準 を 採 用 し，同 時 に 既存 企 業の 増 設 優 先 を 確認 し

た
「x）．同年 12月 の 第 4 回協調懇 と翌 66 年 2 月 の 第 5 回

協調懇 で は ，65 年 1  月 の 需要推定 に 基 づ き新規参入 を

含 め た エ チ レ ン の 設備枠 を配分 し た．64 年度 まで エ チ

レ ン の 実際 の 稼働率 は 90 ％前後 で あ っ た が，設備枠 の

算出 で は 85 ％ が 基準稼働率 と さ れ た
LV ／．仮 に 90 ％ の 稼

働率 で 計算 し た 場合 ， 追加認 可 枠 は 10 万 5000 トン と ，

セ ン タ
ー 1 つ 分 に 相当す る減少 となる

2ω ．設備枠 を拡大
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　　　　　　　　　　　　　 歴 　 史　 と　 経 　 済

す る た め，適止 稼働率 の 基準が緩和 され た の で ある
コ11．

　他方，低密度 ポ リ エ チ レ ン ，高密度ポ リエ チ レ ン ，ポ

リ ス チ レ ン，エ チ レ ン オ キ サ イ ド ・グ リ コ ール の 4 分 科

会で は，85 ％ か ら 90 ％ へ と基準稼働率が 引 き上 げ られ

た
；？／．誘導 品分野 で は，参入抑制 と 既存企業 の 拡大 に よ

っ て エ チ レ ン需 要 を確保す る 方針 が み られ た．

　第 1 表は，協調懇 で 策定 され た
．一
連 の 需 要兄通 し で あ

る．設備枠 の 調整 が 需要 見通 しの 制約 を受 け て い た 30

万 トン 基準 以 前 で は ，需 要見通 し を抑制 的 に推 計 す る こ

と は，新規参入 が 阻 il，され ， 協調懇 の 既存メ ン バ ーに と

っ て は 合理的 で あ る．そ の た め プ ラ ン トの 大 型 化 の 巾で ，

配 分 枠 を め ぐ り先 発 企業 （三 井 石 汕 化 学，住友化学，日

本右 油化学，三 菱汕化），後発 企 業 （東燃石油 化学，大

協和 イ1汕化 学，丸善石 油 化 学 ，三 菱 化 成 ，出 光石 油化学 ），

そ して 新 規 参 入 を 凵指す 後 々 発 企 業 （昭和 電 T．，大 阪石

汕化学，旭化成）の 問で 利害の 調整 が 困難 と な っ て い

た．

　66 年 の 石 油 化 学 製 品 の 需 要 は 大 幅 に 仲 び，石 油 化 学

各杜 は，国 内景 気 の 急 L昇 と国際的 な 設備大 型 化 の 潮流

に 刺激 さ れ ，第 2 表に み ら れ る よ うに ，69 年度，70 年

度 を 凵標 に 大 型 の 投 資計画 を 発表 し た．各企 業 は ，「小

刻 み 増 設認 μ」
．
方式」 で は生 産 意欲 を 阻害 し．国際競争力

の 強 化 に な らな い と して ，協調懇 の 増設認可 方式 を批 判

した
劉 ．
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　 こ の 結果 ， 第 1表 に 示 され る よ うに ， 67 年 6 月 の 第7

回 協調懇 で は，前 回 1 月 の 協調 懇 と 比 較 して 需要 見 通 し

が 1」8〜1．27 倍 と大 幅 に．⊥．方 修 止 さ れ，5 万 ト ン 程 度 と

さ れ た 増 設 枠 は 99 万 ト ン へ と 劇的 に 増加 し tJ　！S　／，．こ の

傾 向 は エ チ レ ン の 設備投 資基 準 に も 反 映 され ，L 月 の 段

階 で 年産 20 万 ト ン 基 準 を 内 定 し な が ら，6 月 の 公 表時

点 で は 30 万 ト ン へ と引 き Eげ られ た
コ「：．こ の 要点 は ，

次の 3 点 で あ る
2（’）。

　 第 1 に ，技 術 導 人 に 関す る 外資法 の 運 用 で は，30 万

トン 基 準 の 要件 を満 た した場 合に は 原則認可 とす る 方針

が 示 され た．

　第 2 に ，10 万 ト ン 基準 の 「稼働後す み や か に 適正操

業度 に 達す る 」 とい う条項 が ，30 万 ト ン 基準 で は 削 除

され ，設備稼働率 に つ い て も企業側 の 自己 責任 に委 ね ら

れ た．

　第 3 に，エ チ レ ン の 需 要 見通 し を弾力的 に 考慮す る こ

とで ，需 要見通 し をベ ー
ス と した 設 備 枠 の 実 質 的 な 廃 止

が な さ れ た こ と で あ る．

　天 谷直弘 ・化学 工 業局化学第
一

課長 は，先 の 99万 ト

ン の 設備枠 と 30 万 ト ン 基準 の 立 案背 景 を 次 の よ うに 説

明 し た
？1／，

「石 油化学 工 業再 編 成 の 台風 の 目 で あ る エ チ レ ン 部 門

に つ い て い えば ， 企業間提携を促進す る こ と に よ っ て ，

第 1表 　協調 懇 に お け る エ チ レ ン需 要 見通 し と 生 産 実績

協調 懇 開 催 日 64年度 65年度 i66年 度 67 年 度
i68

年度 69 年 度 7  年 度 71 年度 72 年 度　 73 年度

第 1 回

一第 3 回

64年 12月
〜65年 1 月

561 856 旨1淵
　 　 1

1．237I 　 l，437

第 4 回

第 5 回

65年 12月

66 年 2 月
726 9281 ．14  1，357L618 …

第 6 回 67 年 1 月 9621 ．1061 ．30 且 1，4s61 ，659

第 7 回 67年 6 月 13001 ，560L8302 ，llO2 ，460

第 8 回 68年 5 月 1，7932 ，1622 ，5433 、0023 ，432

第 9 回 69 年 6 月 2、1292 ．6303 」393 、7714 ，313

生 産実 績 573 髷49U4 ［ 1，474 ■ρ452 ，5743 ，2 63 ，6133 ，93匸 4，172

協 調懇 開 催 日 70 年度 71 年 度 72 年度 73 年度 74 年 度 75 年 度 76 年 度 77 年度 78 年度

第 lo 同 70 年 6 月 3コ073 ，68  4，2394 ．8405 ，494

第 口 同 71 年 m 月 3．3133 ．76342054 ，6795 ，195

第 に 回 72 年 9 月 3，7163 ，9104 ，2444 ，5δ84 ，940

第 13 回 73 年 7 月 3，9944 ，3304 ，7005 ，1905559

第 14 回 74 年 7 月 4、2854 ，6074 ，9395 ，2295 ，683

生 産 実 績 1　 32063 ，6133 ．9314 ．1724 」303 ，9433 ，8474 ，08 璽 4，486

出所 ；需要 見通 しは，喧化学工 業通信社 『［本 の ti油化学 ！l業 亅1966 年，14 頁 ，田 刊 工 業新 聞 亅，生 産実績 は ，石 油 化学 工 業協会編 r石 油化学 工 業 30年

　 　 の あゆ み 」 19S9 年，264 頁よ りf乍成．
注 ；生鮨 実績は暦年 べ 一

ス を年度換 算．
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第 2 表 　エ チ レ ン 30万 トン 基準直前 の 設備投資計画状況

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 （i”．f立 ：ノ∫トン ）

地 区
設 備規模

〔年産能力）

規模修正

（増分）
備 　　 考

三 　 菱　油 　化 鹿 　島 30

化 　成　 水　島

（．．三 菱 化 成 ）
水 　島 30

．．．一

丸 善 石 拙 化 学 五 　井 25

住 友 千 葉 化 学 千 　葉 25

日 本 石 油 化 学 川　 崎 25

三 井 石 油 化 学 千　葉 20

東 燃 石 油 化 学 川　 崎 20

大 協和 石 汕化学 四 日 市 20
三 菱油 化 ・

四 日

市 と の 輪番投 資

大 阪 石 油 化 学 泉　北 Io
66 年 7 月 io 万

ト ン枠 で 認 “1
．
済

鶴 　崎 　洫　化

（昭 和 電 工 ）
大　分 10

66年 7 月 10 万

ト ン枠 で 認 P∫済

旭化成・H本鉱業 水　島 1220 〔8）
67年 3 月修正 巾

請

出 光 石 油 化 学 徳 　 山 1020 （10）

66年 9 月 10万 ト

ン 枠 で 認 司
．
済．

67乍 4 月修正 中

請一．一　一
　 合 　　 　計 237255 （18）

る．それ以外 の 分科会製 品は 従来通 りの 枠 配分方式が 継

続 さ れ た
2”’）
．設備枠が廃止 され た 低密度 ポ リ エ チ レ ン で

は ， 販 売実績 を重視 した 新増設基準 に 変 更 され た．そ の

背景に は ， 販路拡大 に必要 な設備能力を求 め る 先発企業

と，早期 に 経済単位 に 達す る設備枠 の 割 当をt三張す る 後

発企業 との 利害調整が ，企業数の 増加と と もに 困難に な

っ た こ とが あ る
：1）．／．

　最終的 に は 第 3 表 に み られ る よ うに，9 つ の 30 万 トン

計画が提出され た．こ の エ チ レ ン 需要 を 確保す る た め に，

誘 導品部門 で は高密度 ポ リエ チ レ ン を 中心 に して 自社技

術 で の 企 業化 が 相次 ぎ，また 原料転換政策 と モ ノ マ
ー

セ

ン ター構想 の 影響 下 で ， 塩化 ビニ ル モ ノ マ
ー

の 共同出資

企 業 が 叢生 した ．原 料面 で は コ ン ビナ
ート関連 の 製油所

か ら主 な 供給 を 求め る 条項 に 加 えて ，ナ フ サ 輸人の 大 幅

な拡大 は 困難で あ る と予想 され，そ の 調達能力が 30 万

トン 計画 の 実現可能数 を制約す る 条件 と して 認識されて

い た
／°／，

　 30 万 ト ン 基準 前 は 255 万 トン で あ っ た 投 資計 画 は，

基準公表後，305 万 トン の 能力増加 と して 実現 した 〔第

3 表）．基準 前 の 計 画 景 と比 較 して 50 万 ト ン の 増幅 で あ

第 3 表 エ チ レ ン 30万 トン 基準 の 下 で の 投 資 計 画

川所 ニィ．1汕 化 学 ［二果 lfS会 『石 抽 化 学 ：］二業 10年 史 亅 tg72年，1［）9・200 頁．
注 ：D 化 成水 島は ，F二菱化 戊 の 全 額 出資 エ チ レ ン 製造 r一会 礼 ．64 年 1

　 　 　 月言殳
．
立．　74t．F　2 月三 菱イ匕成に 1扱開又合f井．

　 　 2）住友干葉 化学 は ，住友 化学の 全額 出資子 会礼．6S年 II 月設 立．
　 　 　 75 ｛ll　1 ∫亅｛ヒ友f匕学 昌こ 1吸項兄合併．
　 　 3｝大 阪 イ1

．
油化 学 は ，65 年 2 月 設立 （ ：井 化学 25 ％，東洋 高圧

　 　 　 25 ％ ，関 帽
：1油化学 50 ％ ）．

　 　 4）鶴 崎油 化 は ．67年 5 月it．　

’
IZ 〔昭和 電工 70 ％ ，八 1膰化 学 IO ％ ，

　 　 　 八 幡 製鉄 10 ％ ．九 州 石 油 10％ ｝．

わ が 国石油化学 工 業 の 後進性 を急速 に 改善す る こ とが

可 能 に な る ．企 業間提携 が 99 万 トン とい う大 き な枠

の 小間切れ化 を 防 ぐ最 良の 途 で もあ る」

「企業 間 提携 を促進す る た め に は ，一企 業 の 力 で は 達

成 が 容易 で ない 資格要件 を 設定す る こ とが 必 要 で あ

る 」

1
一
枠 の 性格 を 変え る こ と，枠取 り競争 を 沈静 させ る こ

と
，

こ れ が 方法序説 の 第
一

章で あ る ．従来の 枠 は，一

種 の 無体財産権的価値 をもっ て い た が，こ の 価値を減

価 させ ，枠 をガ イ ドポ ス ト的な もの に 変えねば な らな

い 」

　こ の よ うに 30 万 ト ン 基準 は 従 来 の 設 備枠 の 配 分 方式

を 全両的 に 見直 した もの で あ る が ，こ の と き設備枠が 廃

止 され た の は エ チ レ ン と 低密度ポ リ エ チ レ ン の み で あ

地区 形態 原 料入手 先 認可

　．．冖
竣 1：

丸 善 石 油 化 学 五 　 井 単　独 丸 善 石 油 67年 io月 69年 3 月

浮 島 石 油 化 学 浮　島 共　 同 凵 本 石 油 68年 1 月 7  年 3 月

こ 　菱　 拙　 化 鹿　 島 単　独 鹿 島 石 油 68年 1 月 71 年 1 月

．
住 友 千 葉 化 学 下　葉

　 　 ；
輪　 番

東 亜 燃 料

出 光 興 産
68年 2 月 70年 1 月

大 阪 石 油 化 学 泉　 北 共　 同
関 西 石 油

ゼ ネラル石 油
68年 4 月 70年 4 月

水 島 エ チ レ ン 水 　島
共 同 ・

　輪 番

日 本 鉱 業

三 菱 石 油
68年 6 月 7〔｝年 7 月

東 燃 石 油 化 学 川　 崎 輪　番 東 亜 燃 料 69年 6 月 72年 1 月

新大協和石油化学 四 口市 輪　 番 大 協 石 油 69年 6 月 72 年 ヨ月

山 陽 エ チ レ ン 水 　島
共 同 ・

　輪 番

日 本 鉱 業

三 菱 石 油
69年 12月 72年 4 月

出所 ：石油化学工 業協会 1石油化学工 業 30年の あゆ み 」1989 年，63 頁 ；他．
注 ： 1）各計画 とも生 産 規 模 は年 産 30万 トン で あ る．72年 に 9 基全て 完

　 　 　 成 す る．
　 　 2｝ こ の 270 万 トン に 出光石 油化学 の 20万 トン ，鶴 崎 汕化 （昭 和電

　 　 　 工 ）の IS 万 トン （い ず れ も認 ロJ
．
べ
一

ス ）を加 えた 30S 万 トン が

　 　 　 60 年代 後半 に 計画 された 設備投 資の 帰絆 で ある ．
　 　 3）鶴崎 油化 〔昭 和電工 ）は 3U 万 ト ン 基 準後，20 万 ト ン に 引 き｝：げ

　 　 　 て III請 した が，誘導 品需 要不足 を理 由に 15 万 ト ン で 認口∫．
　 　 4）浮 島石 油 化学 は ，堪 丿1：石 油化学 と日 本y ．1油化学 の 折半 出資で 67

　 　 　 年 1111 設 立 ．
　 　 5）水 島 エ チ レ ン は ，「一

／　
’
E 化成 と rlr陽石 抽化 学 （旭化 成 80％，「1本

　 　 　 鉱 業 2   ％ ｝の 折 半出 資で 68 年 7 月設 立 ．三 菱 化 成 が 運 営，
　 　 6＞山陽 エ チ レ ン は ，山陽石油化学 と 三菱化成 の折 半 出資 で 69 年 11

　 　 　 月設 立 、山陽石 油化 学 （旭 化成〉運営、
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る
コ］／
，
．

　第 4 表 よ りエ チ レ ン の 生産能力 シ

ェ ア を み る と
，
64 年 まで は 後発 グ

ル
ープ の シ ェ ア が拡大 し て い る が ，

協調懇発足 の 64 年 か ら 30 万 ト ン 基

準 の 67 年 ま で は ，先 発 が 微 増 した

程度 で 現状維持 的 な 設 備 枠 の 配 分 で

あ っ た ．

　12 セ ン タ ーが 出揃 っ た 72 年の シ

ェ ァ を み る と，67 年 と 比 較 し て ，

先 発 グ ル
ー

プ の 減 少 分 が，そ の ま ま

後 々 発 グ ル ープ の 増加分 と な っ て い

る．結果 的 に，後 発 グ ル ープ は シ ェ

ア の 減 少 を負 担 せ ず，先発 グ ル
ープ

が 譲歩 した の で あ る．

　 もっ と も，先発 グ ル
ープ 内あ る い

は 後 発 グ ル
ープ 内 で の 格 差 は 存在す

第 4 表 エ チ レ ン生 産能力 シ ェ ア の 推移 （］958− 72 年） 〔単位 ：％ 〕

58 年 59 年 62 年 63 年 64 年 67 年 69 年 70 年 72 年 72−67

三 井 石 油 化 学 62．525 ．326 ．119 ．121 つ 18．912 ．8H ．99 ．3 一9．6
住友 化学 37515 ．217913 ．2lL914 ．39 ．814 ．1ll 、0 一3．3
囗本石 油 化学 31．716 ．323 ．913 、7B58 、59 ．39 ．3 一4，2
三 菱油 化 27．826 ．719 ．611 ．212 ．3 正6．218 」 14．2L9

先発 グ ル ー
プ 10D．  100．  87．075 ．858 ．759 ．047 ．353 ．443 ．8 一152

東燃石 油化 学 13．014 ．31L4 ■3．88 ．75 ．4 置05 一3．3
新大 協 和石 油化学 9．95 ．72 ．81 ．81 ．16 ．23 ．4
丸善石 油化学 6．  9．716 ．310 ．29 、2 一

〇．5
化成 水 島 （；菱 化 成） 8、 806 、812 ．29 、61 ．6
出光石 油化学 10．06 ．712 ．78 ．062 一

〇5

後 発 グ ル
ー

プ 13．  24．241 ．34L   46．336941 、7O ．7

鶴崎油 化 （昭和 電 工 ） 6．44 ．03 ．13 、1
大阪石 油化 学 5．86 ．26 ．2
山陽 エ チ レ ン （旭化 成） 6．26 ．2

後 々 発 グ ル
ー

プ 6．49 、815 ．515 ．5

出所 ：通商 産業 省 「通 商産 業政 策史 　第 10 巻　第皿期 　高度成長 期 G ）」1990 年．3S7 頁 ．
注 ： 浮島｛f拙 化学 は三 井 石汕 化学 と 目本石 油化学に 折 半 して 算入．水島 エ チ レ ン は ：菱化成 に算 入 ．

る．先発 企 業 で は，単独投資が実現 で きたi 菱油化 の み

が シ ェ ア を伸 ば して い る．

　表 1 に よ れ ば，30 万 ト ン 基 準 に よ り設備枠 が 事実 上

撤 廃 さ れ 需要見通 しが 弾力的 に 運用 さ れ る よ う に な る

と，需要見通 し の 数値 は 石油化学企 業 の 設備投資 に 関す

る 将来へ の 期待 と して の 意味 を 強め た ．それ は 70 年度

の 需要見通 しや 73，74年 度 の 需要見通 しの 後半部分 に

端的 に 示 され る こ と に な る．生産実績 をみ る と，そ の 軌

跡 は S 字 曲線 を描 き ，
1960 年代後半 に エ チ レ ン 需 要 が

急成長 し，70 年代 に 入 る と
一

度飽和状態 に 達 し た．実

績 と の 対比 で は 60 年代 は 過小 で あ り，70 年代 は過大 で

あ っ た ．

2 　ポ ス ト30 万 トン 体制

　1970 年代 に 入 る と，環境
・
衛 生 問 題 ，原料 ナ フ サ 価

格の 上 昇， 工場 の 新規立 地 の 制約 な どが 生 じて い た が，

石 油化学業界の 大勢は依然 と し て 設備投資に積極的 で あ

っ だ
ユ：．

　70 年 5 月の エ チ レ ン セ ン ター
社 長 会 で の 検討 を 経 て ，

6 月 の 第 10 回協調懇 で は，既存 設備 の ス ク ラ ッ プ ・ア

ン ド
・ビ ル ド （S ＆ B） で あれ ば 20 万 トン 以 ヒで 容認

す る，と い う設備投資基準 を採用 した
；1／．こ の こ と は，

67 年 の 30 万 トン 基準 が ，規模 の 経済の 追求 だ け で は な

く，投資 の 集約あ る い は 企業間提携 を促す意図が含まれ

て い た こ と を，あ らた め て 示唆す る ．

　 こ の と き通産省 に 提出 さ れ た 新増設計画 （73 年 か ら

75 年に 完成 予 定） を検討す る た め ， 通産省 とエ チ レ ン

セ ン タ
ー 12社 で 構成す る 政策委員会が新設 され た．新

増設計画 は 全部 で 10を数 えた．総増 設規模 は 330 万 ト

ン ，こ の うち 20 万 トン 設備 の 増設 は 三 菱化成 （化成水

島） 1 社 だ け で あ り，30 万 トン 計 画 が 5 社 ，40 万 ト ン

計画が 4 社 で あ っ た ．

　石油化学製 品の 需要飽和 と ニ ク ソ ン ・シ ョ ッ ク に よ る

景気後退が 重 な り，7i 年 IO 月 の 第 11 回協調懇 と 72 年

9月 の 第 12回 協調懇 で は ， 74 年度まで エ チ レ ン セ ン ター

の 新増設を休止す る こ とが 合意 さ れ だ
4メ．同 時 に エ チ レ

ン で は セ ン ター
間 の 融 通 実績 を 重 視 して 建設順 位 を 決定

し ， 誘導 品 分 野 で は 販 売実績 を 重視 して 設 備 枠を配 分 す

る とし た．こ の 背景 に は，エ チ レ ン などの 不 況 カ ル テ ル

の 存在が あ っ た が ，そ の 後業況 の 回復 を受けて ，73 年 7

月の 第 13回協調懇 で は ， 新増設計画が 再 び活発化 しだ
5’．

77 年度 ま で の エ チ レ ン 新増設計 画 は，浮 島石 油 化 学 ・

千葉，三菱油化
・
鹿島，住友化学

・
新居浜，昭和電工 ・

大分 の 4 計画 で あ っ た．政策委員会を 中心 に，東 西 日本

の 需給バ ラ ン ス と委託生産体制の 観点か ら 76 − 77 年 に

操業開始す る 企 業 の 選定作業 に 入 っ た．

　 しか し，73 年 10 月 の 石油危機 に 端 を 発 し た 「狂乱物

価」 の 時期 に ，石油化学製品 の ヤ ミ ・カ ル テ ル 疑惑 が も

た れ た こ と は，協調懇 に おけ る投資調整行為 を難 しくさ

せ て い だ
5’．74 年 7 月の 第 14 回協調懇 で は 運営方針が

改め られ ，協調懇 は 需要推定な どの 検討 に 限定 し，行政

指導 に よ り新増設 が 決定 され る こ と と な っ た
3’〕．8月 に

通産省 は 「総需 要抑制 を堅持す る 政府方針 か ら，田中首

相，中曽根通産相 の 話 し合 い で ，年内着 工 は 鉄鋼 の 高炉

とともに 1 基 に とどめ る こ とに した」 と説明 し ， 浮島石

油化学 ・千葉計画 の み 年内着工 を認可 した．同社 は 地元
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高度成長期 日本 の 産業政策 と 設備投資調整 （橋本）

と石 油化学業界の 了解 を得 て お り， 産構審資金 部会で も

了承され て い る こ とが 選定 の 理由で あ っ k13，．

　こ の 通 産 省 の 決 定 に 対 し，三 菱 油 化 と昭 和 電 工 は 「自

己責任体制」 を 唱 え て 反 対 の 姿勢を示 し た．75 年 3 月

に設備投資の 抑制 が 解除 され る と，通 産 省 は 同月昭和電

工 ・
大分第 2 期計画 の 着 T．を認 可 した ．三 菱油化

・
鹿島

第 2 期計画 と住友化学
・
新居浜 の S＆B 計画 は，その 後

の 景気後退もあ り，企業 の 自卞 的判断 に よ り着工 が延期

され た
ag！b．

皿　 エ チ レ ン 30 万 トン 基 準 と
“
過 剰投 資

”

　の 発生 メ カ ニ ズ ム

1　 外資排除 の 行政指導 と石油行政 に よ る制約

（］） エ チ レ ン セ ン ターに対する外資の 排 除

　通 産省の 30 万 トン 基準の 計画 審査 と行政指導は，民

族 資本の 育成 政 策 の 影響下 に あ る．外資の 排除 は，石油

化 学産業 を対 象と した直接 的 な 影響 と ， 石 油 産 業 の 政 策

を介し た 間接的な影響 の 2 つ の 経路 で み ら れ た．村上 は，

高度成長期の 日本 の 政府介人の 性格を 「特殊的，固定 ル

ー
ル 的 ，指示 的」と捉 え，「仕切 られ た 競争」と い う概

念 を導出 し た
an ．確か に 外資の 排 除 と い う意味 で は 仕切

られ て い た が ，産業政策で の 国内産業 間の 「仕切 り」 は

明確 で は な い ．ま た 「固定 ル
ー

ル 的」に み え る 30 万 ト

ン 基 準 で も，実際 の 運 用 で は 行政指導 の 「裁 量 」 が 発揮

され て い る
4L）．

　 30 万 トン 基 準 以 前 の 外資排 除 の ケー
ス で は，ゼ ネ ラ

ル 石油化学 の 泉 北 計画が あ る ．同社 は 64 年 1 月 に ゼ ネ

ラ ル 石油 （ゼ ネ ラ ル 物 産 と東 亜 燃料 の 折半出資） の 全額

出資 で 設 立 さ れ ，そ の 後 三 井化学 と東洋高圧 が共同 で

50 ％出資す る こ と を前提 に ，エ チ レ ン セ ン タ
ー

の 認 可

を 申請した．しか し，通産省 は こ の 計画を認 め ず，同年

9 月 に 関西経済開発連合 の 堺計画 との
一
本化 を求 め た

42．．

こ の 結果，両 グ ル
ープ の 共同投資 と して 65 年 2 月 に 大

阪石油化学 （三 井化学 25％，東洋高圧 25％，関西 石 油

化学 50 ％） の 設 立 をみ た が，通産省 の 行政介入 を嫌 っ

た エ ッ ソ は，64 年 11 月 に堺 ・泉北 計画か ら撤退 した
4コ）．

　昭和電工 の 大分計画 で は ，
エ チ レ ン セ ン ターとなる 鶴

崎油化 を設立す る 際，当初 フ ィ リ ッ プス か ら 35 ％ の 出

資 が 予 定 さ れ て い た
“1．しか し，通 産省 は 石 油 化 学 の 中

核 に 位 置 す る エ チ レ ン セ ン ターに お い て 外資が 支配 的 に

な る こ と を 望 まず，「累 積投 票 の 請求権 が 及 ば な い 範囲

で 」 とい う条 件 で
4S，

，鶴 崎 油 化 へ の フ ィ リ ッ プ ス の 出 資

比 率 を 20 ％ と して 68 年 2H に 認 ロ∫した の で あ る
4e／．

　大協和石油化学 （協和発酵 60 ％，大 協石 油 40 ％ ） の

30万 トン 計画で は，通産省 は三 菱 レ イ ヨ ン と 口本 ユ ニ

カ
ー

の 背後 に あ る UCC の 影響力 の 排 除 を 目 的 に計 画 の

修 正 を 求 め た．67 年 10 月 に 通 産 省 に 提 出 した 30 万 ト

ン 計画 は，エ チ レ ン 需 要 で は低
・
高密度 の 両 ポ リエ チ レ

ン を 日本 ユ ニ カーが 担 当 し，プ ロ ピ レ ン 需要で は 目東化

学が担当するな ど，三 菱 レ イ ヨ ン 系企業 に 多 くを依存 し

て い た
47’．当初 20 万 トン を 想定 して い た 計画 の 変更 は

容易 で は な く， 大 協和石油化学 は UCC
，

三 菱 レ イ ヨ ン

グ ル ープ と提携す る こ とで ， 30 万 ト ン 基準の 達成 を試

み た の で あ る．し か し，問題 は 日本 ユ ニ カーに UCC が

50 ％ 出 資して い た こ と で あ っ た
4s ｝

．通 産 省 は 計 画 の 修 正

を 求 め る
一

方 ，非 公 式 に 三 菱油 化 の 鹿 島計画 に 参加 す る

か ，四 日市 で の 共 同 投 資 か とい う 2 つ の 選 択 肢を提示 し

t：
qg ．，．

　 日本興業銀行系の 経営陣 は，最終的 に UCC ・避菱 レ

イ ヨ ン との 提携も，三 菱油化 との 共 同投 資も選 択せ ず，

大 協和石 油 化学 を興銀系化学 グ ル ープ の 結束点 とす る 方

針 を 示 した
S°｝．

　同 社 は 68 年 3 月 に 2500 万 円 の 経常利益 を計上 した

が ，62 年 の 設 立 以来 67 年 3 月期 まで 6期連続経常赤字

で あ り，繰 越 損失 は 9 億 3400 万円 に 達 して い た
．s1／，．そ

の た め 68 年 ll月 に 興 銀 と東洋曹達 の 主 導 で 新大 協和イ1

汕化学 が 設立 され だ
Z’．興銀 の 介入 に よ る 経営再建 は，

メ イ ン バ ン ク に よ る状態依存型 企 業統治の 1 つ の 典型例

で あ り
53〕

，資本構成 の 冉編 を通 じた コ ン ビナ ート体制 の

強化 を 意味 した
’“）．誘導品構 成 は 三 菱 レ イ ヨ ン ・UCC

系企 業か ら興銀系企 業へ と様変 わ りし，：ド要製品 と して

東洋曹達 の 塩 化 ビ ニ ル モ ノ マ
ーが 企 画 さ れ

ss ／，
，69 年 6 月

に 30 万 トン 計画 として の 認可 を得た．

（2）石油行政 に よ る 制約

　石油会社 の 精製能丿Jは，そ の 許可 基準 に 基 づ き，石 油

審議会 で 新増設枠 が 決定 さ れ た．枠 の 割当で は ， 1963

年か ら民族系資本 とコ ン ビ ナ
ー

ト・リ フ ァ イナ リ
ー

へ の

配慮 が 優先 さ れ た ．65 年 に は 通 産省 の 主導 で 民 族系元

売会社 となる 共 同 石 油 が 設立をみ た．

　 こ の 石 油行政 を通 じた 30 万 トン 計 画 へ の 影響 で は，

外資排 除 の 観点 か ら製 油 所 の 増 設 が 制 約 さ れ た 三 井 石 油

化学 の 千葉計画 が指摘で きる．ま た ，民族資本育成 の 石

油行政 の 恩恵を受けた 代表で は，三菱油 化 の 鹿島計画 と

旭 化 成 ・囗本 鉱 業の 水 島計 画 が 挙げ られ る，

　67 年 7 月 に 発 表 した 三 井石油化学 の 30 万 トン 計画で

は，ナ フ サ の 大 半 は コ ン ビ ナート内の 製油所 と し て 極東

石 油 （モ
ービ ル と三 井物 産 石油販売 の 折半出資）か ら供

給 を受ける 予定 で あ っ た
56 〕．しか し，67年 8 月と 68年

一37一

N 工工
一Eleotronio 　Library 　



The Political Economy and Economic History Society

NII-Electronic Library Service

The 　Politioal 　Eoonomy 　and 　Eoonomio 　History 　Sooiety

歴 　 史 　 と 　 経 　 済 　 第 206 号 （2010 年 1Jl ）

to 月 の 石油審議会 で は，日 本 イ1油精製 や 鹿 島石油な ど

の 増設 が 優先 さ れ
， 極東石油 の 増設 は 許 叮 さ れ て い な

い
61

　 こ れ は ，通 産省が 三 井 モ ービ ル の 設 立 問 題 ＝極 東 石 汕

の 販 売方式 の 解 決 を，極東石 汕 の 増
yfi

　・・外資導入 の 条件

と し た ため で ある
5’／
，
．通 産省は 外資に 対 す る方針 と して，

外資系企業 に外 資 1社 との 提 携 を求 め る 「ワ ン ・
ッ ウ

・

ワ ン ・シ ス テ ム 」を 示 し
甥

，朿 亜 燃料 に 出資 し て い る

モ ービ ル を牽制 し た，最終的 に 三井 モ
ービ ル の 設立 中止

ま で 2 年 余 りの 調 整 期 聞 を 要 した た め
6°．
，こ の 間 極 東石

油 の 生 産 ・
投資計画は 著 し く制約 され た．こ の よ うな状

況 を受 けて ＝ 井石油化学は 単独で の 30 万 ト ン 計画 を 断

念 し，安定 し た ナ フ サ 供給 を求 め て 67 年 10月 日 本石汕

化学 との 共 同投資 を選択 した
e1 レ．三 井石油化学 との 輪番

投資 を 想定 し て い た 住友化学 は，東燃石油化学 と の 輪番

投資計画 を 68 年 1 月 に 明 らか に し た
（”｝，

　 30 万 トン 基準 に 関 して 企 業 の 組織 能力 を重視 した橘

川 は，三 井石油化学 と 日本石油化学 の 共同投資，住友化

学 と 東燃 石 油化学 の 輪番投資な ど を企業集 団 の 系列 を超

えた 提携 と して 注 R し，さ ら に 単独企業の ケース と し て

大阪石油化学 に も言及して い る
fi3．b．

　 しか し，最初 の 2 つ の ケース は 石油行政 へ の 事後的対

応 で あ り，当初 企業側 が 意図 して い た計画 とは 異な る点

に は 注意 を 要す る
G4）．大阪 石 油化学 の 泉北 計画 に 関 して

は，三 井石油化学 が 大阪石油化学 の エ チ レ ン 需要 を引 き

受け，誘導品構成 も丁
・
葉計画 と の 調整 を 図 っ て い る．大

阪石汕化学 の 30 万 トン 計画の 認可 の 際，旺 井化学と東

洋高圧 の 合併 と，三 井石汕化学 を 含 め た 三 井 グ ル ープ の

協調を約束 した 念書 を 通産省 は 求め て お り，行政指導 に

基づ く同 系企業 の 支援 と調整 を 無視す る こ と は で き な

い
6s’．

　他の エ チ レ ン セ ン タ
ー

が 原料 ナ フ サ不足 か ら共同投

資，輪 番投資 を実 施 した の に 対 して，自社単独 で エ チ レ

ン 設備 の 大型化 を 実現 し た の が 三 菱

油化 で あ る ．こ れ は 政 府 の 民 族 資本

育成政策 を 背景 と し た鹿 島石 油 の 設

立 に 成功 したため で あ る
Sfi）．三 菱油

化 は共 同 石 油 と提携す る 際 に シ ェ ル

の 参加 を あ らた め て 要請 した が ，新

会社 の 支配 権が 共同石油 の 側 に あ る

こ と な ど を理 由 と し て 再 度拒否 され

て い る
「’「1．

　67 年の 石油審議会 は，約 70 万 パ

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 出 所 ：

レ ル の 総枠 の 内 ，
ア ジ ア 石 汕 に 3 万

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 注 ：

バ レル ，口本鉱業 に 7 万バ レ ル ，鹿

島石 油 に ］2 万 バ レ ル と，共 同 石 汕 グ ル
ー

プ 各社 に重点

を置 い て 設備枠 を配 分 した．共 同 石 油 の 筆頭株主 で あ り

中核会社 で あ る 冂 本鉱業 は，水島地区 で旭化成 と と もに，

30 万 ト ン 計 画 で 後 々 発 の エ チ レ ン セ ン ターと して 新 規

参 入 を 果 た そ う と し て い た．三 菱化成 も水島 で 30 万 ト

ン 計 画 を 立 業 して い た が ，三 菱石 油 と 日本 鉱 業の 双 方か

らナ フ サ の 供 給 を受 け て き た 三 菱 化 成 に と っ て ，日本鉱

業が旭化成 の 30 万 トン 計画 に 重点を移す こ と は 原料面

で の 不安要因 とな っ k6s，．

　68 年 1 月末，両計画 の 調 整 を 進 め て い た 古光久 ・化

学 工 業局長 の 斡旋 で ，篠 島秀雄
・

三 菱化成社長 と宮崎

輝
・
旭化成社長 の 会談が 開催 され，共同

・
輪番投資 で 合

意を み た
硼．原料手 当の 面で 共同投資 に 比 較的積極的な

姿勢 を示 した 三 菱化成 に 対 して，旭化成 は 単独 で の 建設

に 意欲的 で あ っ た
7 °］．しか し，前年 10 月 の 三 井石油化

学 ・日本 石 汕化学 の 共同投 資 の 成立
， そ し て 68 年 1 月

初 め の 住友化学 と東燃石汕化学 の 輪 番投資の 成立が ，協

調的な決断を促す契機とな っ た．

　石 油産業 に お け る 民 族資本 の 育成政 策 は，原 料の 需給

関 係を通 じて 石 汕 化 学 の 30 万 トン 計 画 に 対 し て 競争促

進的 に機能す る
一

方で，化学系 と精 製系 の 企 業 間 提携 の

あり方を規定する な ど，企業行動や 産業組織に影響を ワ

えた の で あ る．

2　 誘導品の 企業化 に よる エ チ レ ン需要 の 確保

（1）原料転換政策と塩 ビ モ ノマ
ーセ ン ター

の 設 立

　第 5 表に 示 さ れ る ように．高度成長期 は既存化学品の

イ1油化学方式 へ の 転換 が 進 展 した が，石 油化 学 に と っ て ，

塩 化 ビ ニ ル は 最 後 に 残 さ れ た 巨 大 な 需 要 で あ っ た
川 ．66

年 12 月，代永久寿
・化 学 工 業 局 化学 第二 課長 は ，「塩化

ビニ
ール 工 業 の 長期対策に つ い て の 一考察」と題 し た 私

案 （代永構想） を 発表 し た．こ れ は ，
エ チ レ ン と塩素 の

原料供給体制 を確 立 して ，塩化ビニ ル 樹 脂の 長期安定 を

第 5 表 　既 存 化 学 製 品 の 石 油 化学方式へ の 転 換 状 況
〔単位 ；％ ）

品　 　 　 H58 年 1
．
59年 60 年 61 年 62 年 63 年 64 年 65 年 66 年 67年 69年 69年

アセ トア ル デ ヒ ド
一 一 3971768097100

酢　 　 　 　 酸
一 一 一 一 ，幽． 1860697394100

ア 　 セ 　 ト　 ン 3958586165819899 且oo10   100100

ブ タ　ノ　ー ル 21252729366591981001  0100100

オ ク タ ノ
ー

ル
　 一 17295257707172789 」 100

アクリロ ニ トリル
　 　 一 11484773869610010010  

芳　 　香 　 　族 223533425053525666727483

ア　ン 　モ 　ニ 　ァ 81131414953555659676972

塩 化 ビ ニ ル
一 一 一 一 ｝ 一 81924243563

石 油 化学 二L 業協会編 「石油化 学．1二業 10 年更』 197且年，541−54 頁．
匸）転換 率 は生 産量 ベ ース ．
2〕表中の

一は 生 産実績が な い こ とを ，…は 不 明 を意味する ．

一38一
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高 度成長期 日本の 産業政策 と設備投資調整 （橋本）

図 る 政策で あっ た
721．通 産省 は．開銀 の 体制金融枠 を改

称 した 構造改善金融枠 を活用 して ，エ チ レ ン と誘導品設

備 の 共同投資
・
輪番投資 に資金 を優 先 的 に 配 分 し た が ，

塩 ビモ ノマ
ーに つ い て も年産 10万 トン 以 Eの 計画 は構

造改善金融の 対象と しだ
31．

　代永構想 は 徳 t［［，水島，高岡，千葉 の 4 地区 を 候補地

と し た が
T’L：
，結果的 に 9 つ の 30 万 トン 言1

．
画 の うち 7 計

画 が 塩 ビ モ ノ マ
ーセ ン タ

ーを 含 む こ と とな っ た
7’，．第 6

表 は ，エ チ レ ン 系 主 要誘導品 6 品 囗を対象 と して ，67

年 か ら73 年まで の エ チ レ ン 生 産能力 の 増加 に 対す る 寄

与率 を計測 し た 結果で あ る
一，’一）．

　 12 の コ ン ビ ナ
ー

ト全体 を通 して ，．各誘導品 の 中で 塩

ビ モ ノ マ
ー

の 寄与率 が 19、1 ％ と最 も高い こ と が 確認 で

き，低密度 ポ リ エ チ レ ン の 17，5 ％ が そ れ に 次 い で い る ．

参 入時期 に 応 じて 3 区分 した場合，先発 グル ープ は ポ リ

エ チ レ ン で 優位を示す の に 対 して ，後発，後 々 発 で は 塩

ビ モ ノ マ
ー

の 比率 が 高 く，特 に 後 々 発 グ ル
ープ に 著 しい

こ とがわか る
11：．

　 こ の よ うに塩 ビ モ ノ マ
ーは，後発，後 々 発 コ ン ビ ナ

ー

トに と っ て 格好 の 誘導品 で あ っ た．しか し 30 万 ト ン と

い う膨大なエ チ レ ン の 消化 を，ポ リ エ チ レ ン など既存事

業 の 拡大 で 対応す る こ と は 先発 グ ル
ープ の コ ン ビ ナ ート

と い え ど も容易 で は な く．塩 ビ 関連 企 業 の 誘致が 活発化

した の で ある．

　30 万 ト ン 計画 の 認可 に つ い て は，新大協和石油化．学

の ケ
ー

ス が 注 目に 値す る ．通産省 は 69 年 5 月 に 同社 の

30 万 トン 計画 の 最終 的な認 μ∫条件 と して ，膠着 して い

第 6 表　エ チ レ ン 30万 トン 体制 に お け る 誘 導 品 の 寄 与率

全 　体
先 　発

企 　業

後 　発

企 　業

後々 発

企 　業

密 度ポ リ エ チ レ ン （LDPE ） 17．520 ．315 ．815 ．8
密 度ポ リ エ チ レ ン （HDPE ＞ 12．1L6 ．78 ．111 ．6
チ レ ン オ キ サ イ ド （EO ） 6．09 ．72 ．56 ．1
チ レ ン モ ノマ

ー
（SM 〕 7．46 ．73 ．914 ，8

化 ビ ニ ル モ ノ マ
ー（VCM ） ］9．116 ．618 ．524 ．3

セ トア ル デ ヒ ド（ALD ） 5．43 ．16 ．86 ．8
の 他 32．426 ．844 ．514 ．0
一．

た徳山
・
四冂市問の 塩 ビ モ ノ マ ーセ ン ターの 調整を求め

た
TS）．こ の 背景 に は，鉄興社 が 保有す る塩 化 ビ ニ ル 樹脂

の 設備枠 をめ ぐり，モ ノ マ
ー企 業 で あ る 徳 山 曹達 と東洋

曹達 の 利害 の 対立があ っ た
TV／．鉄興社 は 経営 を 立 て 直す

ため，同じ興銀系 の 東洋曹達 との 関係 を強 め ，徳山地区

で 徳 山曹達 ，ダ イ セ ル と 設立 した サ ン ・ア ロ
ー

化学 か ら

の 撤 退 を 図 っ て い だ
〔」】
．結局 ，

．鉄 興 社 が サ ン ・ア ロ
ー

化

学 に 設 備 枠 の
一

部 を譲渡す る な ど の 条件 で 四 口市進出 に

関 し て 6 月合意に 達 し，同月新大 協和石油化学 は 30 万

トン 計画の 認可 を 得 た．

  自社技術 に よ る 高密度 ポ リエ チ レ ン の 企業化 ラ ッ シ ュ

　 第 7 表 は ，主要製品 の 企 業化状況 を ま とめ た もの で あ

る ．30 万 トン 基準 が 制定 さ れ た 67 年 の 前後 で 時期区分

し，企 業化技術 が 外国 か ら の 導人 で あ る か，自社技術 で

あ る か を特定 して 整理 して い る．

　 企 業化数 で は 低密度 ポ リエ チ レ ン が 14 工 場 と最 も多

く，塩 化 ビ ニ ル モ ノ マ
ー

の t3工 場が それ に 続 い て い る ，

企 業化時期 は，低密度 ポ リエ チ レ ン が 67 年前後 で 均等

で あ る の に 対 し て ，エ チ レ ン オ キ サ イ ドを 除 く他の 製晶

は 後半 に 偏 っ て い る．

　全 て が技術導人 で 企業化 され た低密度ポ リエ チ レ ン に

対 し て ，高密度 ポ リエ チ レ ン で は 68 年 以 後 自社技術 に

よ る 企 業化 が 相次 い だ ．67 年時点 で 低密度 ポ リエ チ レ

ン 市場 に は す で に 7社が参入 して い た が，高密度ポ リエ

チ レ ン 市場 に は わ ず か 3 社 しか存在 して い なか っ た
Sl ／

．

し か し 70 年 に 8 社 ，74 年 に は 10 社 に 達 し た （第 8 表）．

第 1 図 の 相対価格 をみ る と，高密度 ポ リエ チ レ ン の エ チ

レ ン に 対す る 相対価格 は 70 年以降低 下 を始 め ，競争約

な市場構造へ と変化 し た こ とが わ か る
Hコ／．

　協調懇 の 設備投資調整 で は ， 当初か ら国産技術 に よ る

第 7表 　主 要 製 品 の 企 業化状 況 （T．ta別）

出 け「：重 イ匕
’
」≒工 業通 イ言＃t　『冂本ワ）石 油 イ匕

；
）
・
：匚業』　各年1斐版 ．

注 ： T）先 発企業 ：三 丿卜石油化学．住友化学，口本石油 化学，三菱 油化．
　 　 　 後発企業 ； 東燃石 油化学，新大 協和石 油化学，丸善石泊化学，三

　 　 　 菱化 成，出光石 油化学．後 々 発 企業 ：昭和電工 ，大阪石油 化学，
　 　 　 旭化成．
　 　 2）誘導品の 寄与 率は ，次の エ チ レ ン 原単位で 修正 した 生産 能力 〔67

　 　 　 年，73 年） を用 い て 計算 して い る．LDPE ；LO6，　 HDPE ： 1．06，
　 　 　 EO ： 1．OO、　 SM ；0、3］，　 VCM ； O．50，　 ALD ；0．7  ．
　 　 3）

．
：井石油 化学 と rF本石汕化学 の 折 半出資 エ チ レ ン 製造会社 ・浮島

　 　 　 石 油 化 学 の 生 産 能 力 は ，親 会 社 の 両 社 に配 分 した ．
　 　 4）後 々 発グ ル

ープ で 寄 与率の 合計が 100 と ならない の は ，67 年時

　 　 　 点で は，外部か ら購入 し た エ チ レ ン で 各誘導晶 を生 産 し て い る た

　 　 　 めで ある．

1966 年 以前 1967 年 以後

導入技術 自社技術 導入技術 自祉技術
計

低 密度 ポ リ エ チ レ ン

高 密度 ボ リエ チ レ ン

エ チ レ ン オ キサ イ ド

ス チ レ ン モ ノ マ
ー

ポ リ プ ロ ピ レ ン

塩 化 ビ ニ ル モ ノ マ
ー

733442 oo10

〔，

2

723675 0700

，

4

14127101213

計
　　123

　 1　　 3301268

出 所 ：重化学 工 業 通 信社 「冂 本の 石 汕 化 学工 業1 各年度版．
注 ：P 導入技術 とは 外 国か らの 導入 で ある ．Ili社技術 に は 国内他祉 の 導

　 　 　 入 技術 も含 まttて い る．こ れ に該当する の は 口産 化 学 と セ ン トラ

　 　 　 ル 化学 の 塩 ビ モ ノ マ
ー

で あ り，生 産技術 は束洋曹達法 で ある ．
　 　 2｝木表で は 各地 区の コ ン ビナ ートに所 属 する 企 業の 工 場 を採 り 亅

．tげ
　 　 　 た ．その ため ，塩 ビモ ノ マ ー

関連 で鐘淵化学
・
高砂，呉羽化 学

・

　 　 　 錦，凵本ゼ オ ン
・
高岡 な どの 工 場 は含 まれ て い な い ．

．− 39一
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第 8 表　高密度ポ リエ チ レ ン の 生 産能カ シ ェ ァ推移
（単位 ：％ ）

64年 65年 66年 67年 68 年 69 年 70 年 71 年 72 年 73 年 74 年 75 年

r 井 石 油 化 学 47．！ 42．940 、739346 ．342 ．23  、629 ．328 ．927 ．024 、924 ．2
日本 オ レ フ ィ ン化 学 34．339 ．337 ．335 ．527 ．0 ［9．324 、719 ．919 ．618 ．317 ．519 ．9
占　 河 　 化　 学 】8、617 ，922 ．o25 ．119 ．616 ．317 ．914 ．9 ］4．713 ．710 ，610 ．3
三 　 菱 　 化　 成 一 一 一 一 7．07 ．45 ．45 ．04 ．99 ．1Io ．810 ．5
三 　 菱 　 油 　 化

一 一 一 一 一 4．95 ．45 ．04 ，94 ．62 ．92 ．8
チ ッ ソ 石 油 化 学

一 一 一 一 一 2．55 ．45 ．04 ，94 ．6454 ．4
旭 　 　　化 　 　　成

一 一 一 　 一 7．45 ．49 ．99 ．812 ．211 ．210 ．9
日 産 ポ リ エ チ レ ン 一 一 一 一 一 一 5．45 ．06 ．45 ．94 ．54 ．4
中 部 ケ 　ミ　カ ル

一 　 『 一 一 一 一 5．o4 ．94 ．65 ．65 ．4
住 　 　友 　 　化 　 学

一 一 　 一 一 一 一 1、21 ．10 、00 ．00 ．0
出 光 石 油 化 学

一 一 皿 一 一 一 ｝ 一 一 　 7．57 ．3

企 　 　　業 　 　　数 3 3 3 3 4 7 81   lO 9lo1  

先 発 3 社 の シ ェ ア 100．010  ．010 α  lOO．093 ．077 ．873 ．264 」 63．159 ．053 ．054 ．4

出所 ：重化学 1：業通信社 「日本 の 石 油化学 工 業」 各年度版．
注 ： 1） LT本 才 レ フ ィ ン 化学は ，72 年 9 月昭和 油化 へ 社 名変 更．

　 　 2） 目本石 湘化学 は ，66 年 占河化学 に 資本参加 し筆頭株 主 とな る．71 年 コ 月 日石樹 脂 化 学 に社 名変 更 ．
　 　 3）新日本 窒素肥料 （65 年 1 月チ ッ ソ に 社名変 更） は ，62年 6」］チ ッ ソ石 油化学設立．
　 　 4） H 産 ボ リエ チ レ ン は，70年 2 月設 立 （日産 化 学 70％ ，日 産 自動 車 且5 ％ ，囗立 化 成 15 ％ ）．
　 　 5） 巾部 ケ ミカ ル は ，69 年 3J］設立 〔協和油 化，東洋 曹 達 ，　 H　 tt化成，大 目本 イ ン キ化 学各 25 ％ ，．

第 1 図　誘 導 品／ エ チ レ ン 価格比

54

．543

．532

．521

、5

　 畫

0．50

　 　 65　　66　　67　　68

出所 ： 1／化学工 業統計 亅他．

→ ＿低 密 度 ポ 1ア三万 一

嚇 一
高 密度 ポ リエ チ レ ン

69　 70　 71　 72　 73　 74　75年

企 業 化 は 別 枠 と し て 対 象 外 の 扱 い で あ っ た．73 年 5 月

に は 石油化学産 業 も完全 自山化へ と移行 し た が ，
こ の 間

外資法に 基 づ く許認 可権は投 資調整 の 有効性 を担保 し，

協調懇方式 の 存在 を意 味 づ け て き た．30 万 ト ン 基 準 の

設定 は，エ チ レ ン セ ン ターに 誘導品 需要 を確保す る誘因

を 高 め，高密度 ポ リエ チ レ ン の 自社 開発 と早急 な 企 業化

を 促 した の で あ る ．

3　 “
過 剰 投 資

”
の 発 生 メ カニ ズ ム

　第 H 節 で 確認 し た よ うに ，30 万 トン 基準 の 投資調整

で は ， 稼働率 と需要見通 しが弾力的 に 運用され，設備枠

は 実質的 に 廃止 され て い た．審査 で は 原料手当 て と誘導

品需要 の 裏付け を中心 と した 個別計画 の 妥当性 が 重視 さ

れ た ．

　平野 は 各年度 の 需要見通 しを 0．85で 除 して 必要牛産

能力 ＝設備枠を算出 し，30 万 トン 基準 が 提 示 さ れ た 67

年度 と 68 年度 は 投資調整 が
．．・

定程度有効 に 機能 した が ，

想定以上 の 実需 の 伸 び を反映 し て 上 方修正 さ れ た 69 年

度策定 の 需要見通 しで は ，東燃石 油 化学 や 新大協和 石 油

化学 ， 山陽 エ チ レ ン に 設備枠 を与 える 余地 が 生 まれ ， 結

果 と して 後発 ，後 々 発企業 の 30 万 ト ン 計画を通産省 や

先発企業が 阻 ILで きな か っ た と評 価 して い る
9，1）．

　しか し， 67 年 6 月の 第 7 回 協 調 懇 の 需要見通 しで は ，

71年度 の 需 要 を満 た す の に 必要 な設備能力 が 99万 ト ン

と推計 され て い た に もか か わ らず，68 年 5 月 の 第 8 同

協調懇 の 開 催 まで に 5 つ の 30 万 ト ン 計画 が 認 可 さ れ ，

既存設備分を含 め 167 万 トン の 新増設が認 め られ たとこ

ろ に
S‘｝
，設 備 枠 を実 質 的 に 廃 止 した 弾力 的 な 運 用 状 況 を

み る べ きで あ る．

　69 年 6 月 の 第 9 回 協調懇 の 場合 ，先 に確 認 し た よう

に新 大 協 和 石 油 化 学 の 認 可 は，同 社 の 計画 が 所 定 の 条 件

を満 た した た め で あ り， 設備枠 に基 づ い て 決定 され た わ

け で は な い ．さ ら に，住友化学 と東燃 石 油化学 問 の 輪番

投 資 （68 年 1 月 契 約 調 印），三 菱化 成 と旭化成 ・日本 鉱

業間 の 共同
・輪番投資 （68 年 4 月 基本契約）で は

， 各

契約時点で 2 年以 内の後番投資が 決 め られ て い だ
” ．つ

ま り，水島エ チ レ ン （68 年 6 月 ），東 燃 石 油 化 学 （69 年

6 月），山 陽 エ チ レ ン （69 年 12月）の 認可 は ， そ れ ぞ れ

68年 1 月，4 月の 契約 時点 で 決 め られ て い た 計画 を実施

し た と い う意味 で ，既 定 路 線 で あ っ た とみ な せ る の で あ

る．需要見通 しの 作成 で は，あ らか じめ輪番投資な どの
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要素 が 織 り込 まれ て い た 可能性 は排除 で きず，利害調整

の 結果 と して の 需要見通 しの 側面 を 見落 とす べ きで は な

い
ma｝．

　主 に 原料 ナ フ サ の 手当 と誘導品需要 の 構成 に 問題が な

ければ原則認可 とい う 30 万 トン 基準 の 採用 は，設備枠

の 配 分 と い うマ ク ロ 的調整 を優先す る 方式 か ら
， 個 々 の

コ ン ビナ
ー

トを車位 とし た ミ ク ロ 的 調整 を よ り重視す る

方式 へ の 移行 を意味 した こ とを，い ま
一

度強調 し た い ．

し か し，30 万 トン 基 準 の 運 用 は ，そ の 誘導効果 を高 め

る 反面で ，産業 全 体 で は 過剰 な投 資 を惹起す る こ と と な

っ た
s7，／．

　村 上 が 注 目した 長期平均 費用逓減 メ カ ニ ズ ム は ，IO

万 トン か ら 30 万 ト ン へ と 設備規模 が 拡大す る 傾 向 を 説

明す る こ と は で き る が ，30 万 ト ン 設備 の 数 の 増加を 論

理的 に導 くもの で は なか っ た．そ れ は第 1 に，現実 の エ

チ レ ン 市場 の 大 きさ と期待成 長 率 に 依存す る
ss・’．第 2 に，

投資調整基準 が マ ク ロ 的 か ミ ク ロ 的で あ る か に も大 きく

左 右 され る．第 3 に，合併，共 同投資，輪番投資な ど大

型 投資の 際の 企 業間関係 の あ り方 に も規定 さ れ る．

　通産省は 30 万 トン 基 準 の 意図 に 即 し て 企 業間提携 を

推進 した が，そ の 際 に と られ た形態 は 共同投資 と輪番投

資，そ して 両者 の 組合 せ で あ っ た．一
般 に 共同投資 は 輪

番投資 よ りも集約 の 効果が 期待 で きる た め，通産省が 住

友化学 と 東燃石油化学 の 輪番投資，三 菱化成 と旭化成 ・

日本鉱 業 の 共同投 資か つ 輪番投 資 を 容認した こ と は，集

約化 の 手段 と して は 適切で は ない と 判断 さ れ よう．特 に

共同投資 か つ 輪番投資 の 場合，共同投資 に よ る 集約化 と

い うプ ラ ス 面 の 効果が 輪番投資 に よ っ て 相殺 され ，共同

投資 の マ イ ナ ス 而 で あ る 経営権 の 不明確化 ＝意思決定 の

自律性 の 低下 の み が残 る と い う意 1床で は ， より望ま しい

とはい えない 措 置で あ っ た．さら に 30 万 トン 計画 の 輪

番投資で は，そ の 間 隔 が 2 年程度 で あ り，こ の こ とが 需

給 ギ ャ ッ プ を早 め た
一

因 と考え られ る．

　 こ の 点 で 関連す る 産業政策 の 影響 も見落 とす こ とは で

きな い ．通 産 省 が 旭化成 と三 菱化 成 の 2 つ の 計 画 を 共 同

投資か つ 輪番投資 の か た ち で 容 認 し た 背景 に は ， 石 油 行

政 の 民族資本育成方針 に 基づ く日本鉱業へ の 支援 と，塩

化 ビ ニ ル モ ノ マ ーの 原 料転換 政 策 の 促 進 に よ り，日本 ゼ

オ ン と 凵本 カーバ イ ド とい う有力な塩化ビニ ル 樹脂 企 業

が ，旭化成 と 三菱化成 の 各 30 万 トン 計面 の 主要誘導品

と し て 位 置づ け ら れ て い た こ とが あ る．原 料 ナ フ サ ，誘

導品，エ チ レ ン セ ン ターを対象 と した 3 つ の 産業政策 は，

そ れ ぞ れ の 影響 が 絡 み 合 うこ とで ，結果 と し て 競争促進

的な 機能 を果 た し た の で あ る ．

4 　 エ チ レ ン 30 万 トン 体制 の 経済的帰結

（1）不況 カ ル テ ル の 結 成

　 エ チ レ ン 30 万 トン 体制 の 需給ギ ャ ッ プ は，第 1次石

油危機 以 降本格 的 に 顕在化す る が，1970 年代初頭 の 成

長屈折 の 場面 で は
， まず不況 カ ル テ ル の か た ち で 現 れ

た．

　 72 年 の 不 況 カ ル テ ル は，石 油化学が初 め て 対象 とさ

れ た点に 1 つ の 特徴が あ っ た
s”）．各誘導晶 の 原料転換や

市場開拓が一巡 した こ と，ま た 合成樹脂 の 廃棄物公 害 や

食品容器 ・包装 の 規制等か ら想定 され た 需要の 増加が み

ら れ なか っ た こ とが ，そ の 背景 に あ る
／m ）．

　 専用船 の 就航 は エ チ レ ン の 広域融通 を可能 と し，こ の

こ とが ・
面 で は 30 万 トン 計画の 投 資競争 を 促進す る 重

要な要素 と な っ た．海 上 輸送 を利用 した エ チ レ ン 市場 の

登場 は ，誘導品企 業 との 取引価格 の 交渉 に 影響 を与 え

た
9° ．エ チ レ ン の 実販売価格 は 70 年後半か ら 落ち込 み ，

72 年 1 月まで に 7 ％低下 し た．71 年度の セ ン タ
ー

全社

の エ チ レ ンの 平均総原価 は kg 当た り 30 円 10 銭 で あ り，

平均販売価格 は 28 円 90 銭 で あ っ た．1 円 20 銭，4 ％ の

原価割れ販売 で あ る．も っ とも，エ チ レ ン の 製造 コ ス ト

は 企 業間 で 差があ り，先発 の 財閥系 3 礼 を除い た場合，

エ チ レ ン の 平均総原価 は 31 円 40 銭 に 上 昇 し，8 ％ の 原

価割れ販売 となる
92）．

　 70 年下期 に は セ ン タ
ー12 社 の うち 6 社が石油化学部

門で 総計 14 億 8000 万円 の 赤字 と な り，71 年上期 に は 7

社 で 35 億 3900万円， ド期 に 9 社 で 54億 4000 万 1
．
「Jの 赤

字 を 計上 し た卿 ．71 年 12 月 の 社長会 で は 不況 カ ル テ ル

の 申請を検討 し た が，こ の と きに は 各社 の 足並み が そ ろ

わず ，

一・
度は 見送 られ 自主調整 を選択 した．こ の背景 に

は 外販比率 の 高 い 専業企業 と誘導 品な ど他 の 製品 で 利益

を 確保で き る兼 業 企 業 との 利 害 の 対 蹉が あ っ だ
41．しか

し ， 翌 72 年 2 月 の 社 長 会 で は
・
転 して 不 況 カ ル テ ル で

合意 をみ た．

　協調 懇 で の 投 資 調 整 は，通 産 省 が 最 終 的 な 責任 を 負 う

こ と で ， 業界企 業同 士 の 話 し合 い は独 禁 法の 適用除外 と

され て い た．しか し，協 調 懇 は設 備投 資調 整 の 懇談 会 で

あ り，生 産 調 整 の 場 で は な か っ た．需 給 調 整 を 目 的 と し

た勧告操短 は，独禁法 の 形骸化 に つ な が る と して 65 年

不況 を 最後 に 卞 要 な 政策手段 で は な く，代 わ っ て 不 況 カ

ル テ ル が 牛 産量 の 短期的な 調整手段 とな っ だ
’．．

　独禁政策 の 影響 が 次第 に大 きくなりつ つ あ る 中 で ，通

産省 は，自由競争 か 不況 カ ル テ ル 以外 に 方法 は な い と し

て
，石油化学業界 に 対 し て 不 況 カ ル テ ル へ の 誘導を図 り，

石油化学各社 もまた，業況 の 悪化 を受 け不況 カ ル テ ル の
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結成 を 選択 した
y‘’P．不況 カ ル テ ル 後 に は．ガ イ ドラ イ ン

方式 と称 した 四半期の 需要 見通 しに 基 づ く生産調整が，

72 年第 4 四 半期 か ら 73 年第 3 四 半期 まで の 1 年 間 実施

さ れ た ．

（2） エ チ レ ン 30 万 トン体制 の 経済分析

　稼働率 は 需 給 ギ ャ ッ プ と収益性 を捉 え る代表 的 な指標

で あ る．30 万 ト ン 設備 の 稼働率 が 不 況 カ ル テ ル に よ っ

て どの 程度確保あ る い は制約 され た か を，まず確 認 し て

お きた い ．

　第9 表に は 2 種類 の 稼働率が 示 さ れ て い る．稼働率A

は各企業の 総 生産能力に 占め る 不況 カ ル テ ル 生 産枠の 比

率 を 求 め た もの で あ る．所有 プ ラ ン ト全 て を 勘案 した 稼

働率 で あ り，30 万 トン 計画 を 実施 し た 企 業 の 中 で 適 正

稼働率 と さ れ た 85 ％ 水準 に 達 し て い る の は，885 ％ の

三 井石油 化学 1社 だ けで あ る ．て 井石油化学 は 共同投資

を 選択 して 自社分 と して 15 万 ト ン の 増量 を図 っ た が，

1司様 に 提携 相手 の 凵 本イ1油化学 も 80 ％台 の 稼働率を確

保 し て い る ．30 万 ト ン 計画 に お ける 両社 の 共同投資 は

リ ス ク分散 の 面で も効果的で あ っ た．

　稼働率 B は カ ル テ ル の 生 産枠 を 30 万 ト ン で 除 し た 値

’fi　10表　年産 30万 トン 設備 の 稼働 率 と原 価

第 9 表 　不 況 カ ル テ ル 生産 枠 と 設備 稼 働 率

稼働率 稼働 率低 ドの 損 失

　　　　　　　．一一．
lo  ％

90％

80％

70％

1．001
．051
．101
．20

10 万 ト ン 設 備 の

エ チ レ ン 原価 との 比 率
一「　宀r−「广．一一r．、1．r．
　 　 　 　 O．79a
　 　 　 　 O．83a
　 　 　 　  ．87a
　 　 　 　   ．95a

注 ： tu 万 ト ン 設蚰の エ チ レ ン 原価 を u とす る と ，10 万 トン か ら 30 万 ト ン

　 へ の 規 模拡 大 に よ り 21 ％ の 原 仙 削 減 が 見 込 め る た め ，30 万 トン 1没備

　 の 腺 価 は 0．79a とな る、

で あ り，30 万 ト ン 設 備を フ ル稼働する に 足 る割当が得

ら れ た か ど うか を み た も の で あ る ．稼働率 B が危機的

に低 い 値 を 示す の は，大 阪石油 化学 56．3 ％ ，新大 協和

石油化学 56．5 ％ の 2 社 で あ り，旭 化成が 中心 と な っ て

運 営す る 山 陽 エ チ レ ン も 79．3 ％ と低 い 水準 に と ど ま っ

て い る．生 産 実 績 は i．分 で は な く，大 型 プ ラ ン 1・の 単
・

保有 は，複数 の プ ラ ン トを所有す る 既存企業 の よ うな，

30 万 ト ン 設備 に 集中生 産す る と い う緩衝 手段 を欠 い て

い る ．

　 エ チ レ ン の 製造 コ ス トと稼働率 の 関係 は ，年産 30万

ト ン 設備 の フ ル 稼動時の コ ス ト を 100 と した 指数で み る

　　　　　　　　 と，80 ％ の 稼 働率 で ilO ，70 ％ で

　　〔li粒 ： トン ；％ ＞ 120，60 ％ で 130 の 上 昇 に な る
゜1〕．一一一．｝一．一．．1．　一一．一一

公 称能力 「二場 プ ラ ン ト数 カ ル テル枠 稼働率A 稼働 率B

住 友化 学 532、000
新居 浜

千 　 葉

32
374．30270 ．4124 ．8

一三井石 油化学

　　　　　　ヒヒ．｝　
300，000

岩　 国

丁
．

葉

31
398，08088 ．5 一

日本石 油化学 200 ρOO 川　 崎 3 284」5081 ．2 一

浮 島石 油化学 300，000 浮　 島 1 一 一 227．4

三 菱油 化 682，000
四 日市 1　 4

鹿 　 島 1
525，31877 ．0175 ．1

東燃 石 油 化 学 505，000 川　 崎 3 306，71060 ．7lO2 ．2

新大協 和石油 化学 34LOOO 四 H 市 2 169，35049 ．7 565

丸善石 油化学 444，000 五 　 井 3 323，210723107 ．7

化成水 島 （一三菱 化成）

水 島エ チ レ ン

460，00   水 　島
21

344，24574 ，8114 、7
一
出 光石 油 化学 300，000 徳 　 山 2 219，97073 ．3 一

鶴崎油 化 （昭和 電 工） 150，000 人 　分 1 且74，426116 ．3 一

大 阪石 汕化学 300，000 泉 　 北 」 168，93956 ．3 56．3
一
山陽 エ チ レ ン 〔旭 化成 ） 300，000 水 　 島 1 237，86079 ．3 79．3

合　 　 　計 4，814ρ00 343 ．526，55973 ．3130 ．6

出 所 ：重 化学 ］／．業
’
if信 社 「冂本 の石 油化学工 業亅 196B 年，34頁 ； 197t イ1：，71−93 頁 ； 『化学経 済』1972

　 　 年 8 月tl・，57 頁．
注
’D 稼働率 A は，カ ル テ ル 枠 の 生産量 を各企 業の 全牛 産能力 で み た 場合 の稼働 率で あ る ．稼働率 B

　 　 　 は ，生 産枠 で 新 増設 した 30 万 ト ン プ ラ ン トの稼働 率を どの 程度確保 で きた か をみ た もの で あ

　 　 　 る ．
　 　 2） 稼働 率 A の ，i［

・Stで は ，浮 島石油化学 （［1本石油化 学 と 三 片石油 化学 の 折 半 出 資 会 社 ｝ の 生 産

　 　 　 能力 は 両親 会社 に按 分 して い る．

一一42一

10 万 ト ン 設備 と比較 し た 30 万 ト ン

設備 の ス ケ
ー

ル ・メ リ ッ トは，kg 当

た り6 円 の コ ス トダウ ン と算定 され

た
1’H／．10 万 トン 設備 に よ る エ チ レ ン

製造原価 を 28 円 81 銭 と す る と
VU ）

，

6 円 は 21 ％ の 原価削減 と な る ．仮

に 100 ％ の 稼働時 に 6 円の 削減 と し

た 場合 ， 稼働率 の 低 下 に 伴 う費用 の

増加 を反映 させ た 30万 トン 設備 と

10万 ト ン 設 備 の 原 価 関 係 は ．第 10

表 の よ う に な る ．1 つ の 推計 で あ る

が ，70 ％ の 稼働率 で は 【O 万 ト ン 設

備 の 原 価 と大差 な く，エ チ レ ン価格

の 低 ドを考慮す る と，少 な くと も

80 ％ の 稼働率 が 必要 で あ る こ とが

わ か る
1（’（］／．丸善 石 汕化学 で は ，概

ね 80 ％ の 稼働率 で 収支 が 均衡 し，

85 ％ 以 F．で 多少 の 利益が計上 され

た
1°11．

　74 年 の 業 界全体 の 稼働率 は ．第

11表 に 示 さ れ る よ うに 認可 能力 ベ ー

ス で 86．7 ％ ，実 働 能力ベ ー
ス で 82 ．6

％で あ る．産構法に基 づ く共同行為

N 工工
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高 度 成 ．長 期 日 本 の 産業政策 と 設備投資調
．
整 〔橋本）

に よ り過剰設備 の 処 理 が 要求 さ れ た と き，82 年の 業界

全 体 で の エ チ レ ン の 現役設備稼働率は ，66，6 ％ と極 め て

低 い 水準 で あ っ た
1（’！］．その こ と を 鑑 み れ ば ， 30 万 ト ン

第 11 表　エ チ レ ン 生 産能力の 推移

体制確立後の 稼働率は そ れ ほ ど低 い 水準 で は ない ．しか

しな が ら，プ ラ ン トの 所有数 な どを反映 し て 企業間で 稼

働率 に か な りの 格差 が 生 じて い る の は確か で あ る．

　　　　　　　　　　　 第 L2 表は ，1971 年 か ら 75 年 ま

　 嘩 位 ： T一ト ン ；％ ）　で の 石油 化学 企 業5 杜 の 利益変化

71 年 72 年 73 年 74 年 75 年
⊥ 場

認 可 認 可 認 1「∫ 実 働 認 可 実 働 認 可 実 働

一三井石 油 化 学
干　葉

岩　国

12018012018012018014019812018014  

199120180

■40198

住 友 化 学
干　葉

新居浜

420n2420

凵 2420112449159420112449159420112448L59

H 本石油 化学 川　 崎 20020020023720   237200237

浮島石 油 化学 浮　島 3 O300300300300300300300

三 菱油 化

　　　　 ヒ

鹿　 島

四 日市

300382300382300382300466300382320466300360320444

東 燃 石 油 化 学 川　 崎 2  55055054905054io505490

新大協和 石油 化学 四 日市 4134 且 3413173 斗1317341317

丸善石 油 化学
　　　　　　　　 」

五　 井 444400444400444400440470

化 成 水 島 （．三菱化 成 ）

水島 エ チ レ ン

水 　島

水　鳥

16〔〕

30016D3 〔｝01603DO165314　 ．

16｛｝

3001653141603 〔過

165314

出 光石 油化学 徳　 山 3003003 〔10
　 …

3101　 30031030031  

鶴 崎油化 （昭和 電工 ） 大　分 15015  
　 11501220

　 ． 150220L5   220

大阪石 油 化学 泉　北 30030D3003003003003 〔x， 330

山 陽エ チ レ ン （旭 化 成） 水 　島
一 300300300300350300350

合 計 能 力 （A ） 3．9144 ．77D4 ．8145 ，〔め54 ，8145 ．055
　 　

．．
4，788　5212

牛 産 実 績 〔B ） 3，5373 ．8514 」71 4，76 3999

稼働 率 （B ／ A ） 9｛〕．4 呂0．786 ．682 ．486 ．782 ．683576 ．7

出所 ：重 化学 工 業通 信祉 『日本 の 石油 化 学 ．［二業、各年 度 版 ； 『化学⊥ 業統 計」．
　注 ：1） エ チ レ ン生 産能力 は通例 認可 ベ ー

ス を指すが，実際 に は公称能 力の 10％増 は普遁で あ り，企

　 　 　 　 業 に よ っ て は 20 ％ 増 の 稼 働 を 行 っ て い る ．こ の よ う な差 が 生 じ る　
・1月 と し て ナ フ サ の 分 解 条

　 　 　 　件の 変更，触媒 改良な どの 生 産性改 善活動が あ る ．
　　 2）　三菱油化 ・四 1．l　i［］

’
：認 「・∫

．
能力 3S．2 万 トン の 内 7王年 【2 月 か ら 正 号機 2．2　yfトン は 休ILE．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 第 12 表　利益変化の 要因分析

対 象 企 業　三 井 石 油 化 学 ，住 友 化 学 ，三 菱 拙 化，三 菱 化 成 ，昭和 電 工 （5 社 ）

を，価格 と数 量，固定費 とい う 3 つ

の 要因 に 分解 して 捉 え た もの で あ

る
lt’1）．まず変動費 に 関 して 価格要 因

と数量要 因 に注 目 す る と ， 71 年 の

不 況期 に は 供給過剰を背景 として 価

格 要 囚 の マ イ ナ ス 効 果 が 大 き い が ，

72 年か ら 73 年の 不 況 カ ル テ ル 期 で

は プ ラ ス に 転 じて お り，生 産 量 の 調

整 に よ る価 格 の 引 き ヒげ 効果 を 認 め

る こ と が で きる ．73 年か ら 74 年に

は 石 油危機 の 影響 で 原 料価格が 高 騰

す る．そ の 結 果 ，短 期 的 に は 原 料 価

格以 上 に 製品価格が 上 昇 した こ とで

利益変化 に プ ラ ス の 効果 と な っ た．

し か し，翌 75 年 に は 仮需 の 反 動 と

価格．ヒ昇を 要因 と し た 需要 の 減 退 か

ら，数 量 面 の 利 益 の 悪 化 が 著 し く，

価 格 面 で も原 料 高 ．騰 に よ る マ イ ナ ス

効果 を 確認 で きる．

　次 に 固定費 をみ る と，営業外損益

に 特別損益 を含 む な ど の 理 山 か ら，

数値 が 過大 に 評価 され る 傾向 を残 し

て い る と は い え，71 年 か ら 75 年 ま

で
．．一

貫 して 利益 の 減少要因 で あ る ．

1単位 二百万 円）

価格 効 果 数量 効果 固定 費効果 利 益

暦 年 −
△ OXQ

’
△ IXV

’
差分 △ QXO

’
△ VXr 差 分

一
△ F △ π π

1971 年
皿19，31 

一829 一18．481 89，48755 、76733 ．721 一31．567 一18，529 19β12

1972 年 一li，303 一8，325 一2，978 83、492 65，652 二7，840 一
【9，052 一9218 10，594

1973 年 且28，620 64，684 63ρ35133 ，S45102 ，832 31，014 一69」47 38β37 48、831
1974 年 699，770574 ，594125 ，176 一89，518 一113．986 24，468 一154，076 30．532 79、363
1975 年 199，44 且 210，354 一10，913 一136，285 一85、649 一5軌637 一44，945 一10し918 一22．555

出所　11奉銀行 調査 統計局 「物価指 数年報亅 ；各社 「有価 証 券報告苫総 覧1 よ り作成．
　注　D 利益変化の 要 閃分解 は 次式で 算 LUした ．なお （△ 0 △ Q −

△ 匸△ V ）の 数値 は 表中で は 省略 した．
　　　 　0 ：産出価格指 数，1 ：投 入価格指数，Q ：売 h高 IO ，　 V 二変動 費／ 1，F ：固 定費，π ：利益 C は 前年 を意 味）

　 　 　 　 △ π
＝OQ −IV − F 一π

　　　 　　 ≡　〔0
’
＋ △ O冫〔Q

’
＋ △ Q〕　 〔【

’
＋ △ J）（V

．＋△ V）
一
（F
’

十 △ F）一π

’

　　　 　　 ＝（△ OQ
’一

△ IV
’
1 ＋ 〔△ QO

「一△ Vr ＞＋ 〔△ 0 △ Q
−

△ 1 △ V ｝一△ F

　 　 2） 物価 指数 は，1970年基 準の 基礎化学薬 ll：」鬮指数 を用 い た．
　　 3） 各社 と も IY74 年以 前 の 有 価証 券報評譜 に は 「経常 利 益 」 の項 目が な く，特 別 損益 が 営 業 外 損 益 に含 まれ ，「当 期 純 利 益 1 と して の み 引 算 され て い

　 　 　 　る ．こ の 場合 の 「当期純利益 」 と は 法人 税等控 除 前の 利益 で あ り，そ 札 らが 控除 され た 75 年以後 の 「当期純利益 」 とは 概念 を異 に す る ．そ の た

　　　 　め便 宜的で は ある が ，71 年か ら 74 年まで の 利 益に は 「当朋純利益 」を用 い ，75 年の 利益 は 「維常利益」を採用 して い る点に 注意され た い ．

一一．．43一
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第 13表 　 固 定 費変 化 の 寄 与 度 分 解

固定費 販売・管理 費 労務 費 減価 償却 費 営 業外差損 そ の他 経 費
暦年

前年比 前年比 寄与度 前年比 寄与度 前年比 寄与度 前年比 寄与度 前年比 寄与度

1970 年 22．6828 ．357 ．18 】8．153 ．4317 、833 、6822 ．383 ．6125 ．194 ，78
1971年 12．1010 、6ヰ 2．8214 、822 ．706 ．491 ．2914 ．722 ．37 且5，112 、92
1972年 6、529 ．722547 ，80i ．464 ．200 ．790 ．450 ．078 ．321 ．65
1973年 22．2023 ．056 ．2118 ，883 ．5712 ．1722428 ．894 ．4928 、185 ．69
1974年 40．4832 ．288 ．7648 ．458 ，902L733 ．6744 ．337 ．2756 ．06ll ．88
1975年 8．415 ．24L347 ．29L42 】0．721 ．5716 ．282 ．745 ．691 ．34

出所 ：各礼 『有価 証券報告 書総 覧亅．
注 ： 1） 対象 企 業は ，三 丿卜石油 化学．L業 〔4

−3月）．住友化 t｝≒
−
T二業 （1　12月），

一
こ菱油化 （1− 12月），

　 　 　 ／1 菱化成 （2
−
1 月），昭 和電 工 （1

−
12 月｝ の 5 祉．

　 　 2）寄 与度は 次式に よ り算 出 した ．寄 与度
＝〔当年の 実数

一
前年 の 実数）／ （前年の 固定 費の 実数）X

　 　 　 lOO

　 　 3） 固定 費の 仕訳に 関 して は以 ドの 限界 を残 して い る ．
　 　 　   1販売

・
管理費 1で は 、『有価 証 券報 告書総覧』 に記 載 さ れ て い る 「販 売費 及 び

一．一
般 管理 費」

　 　 　 　 　 の 全 額 を茜1上 した ．こ の た め ，本 来 は 変 動 貲に 区分 す べ き，荷造費や 運搬 費等が 固 定費 と

　 　 　 　 　 して 含 まれ て い る ．
　 　 　   　「そ の 他 経 費」の 項 口 に は，本 来 変 動 費 に区 分 す べ き，水道 光 熱 費等が 含 まれ て い る ．

74 年 の 最大値 は ，三 菱化成が子会社 の 化成水 島を吸収

した こ とが 影響 して い る．

　固定費 の 細 目を 検討 した 第 13 表をみ る と
， 販 売 ・管

理費の 増加 が 最 も大 きい ．そ の 他 の 経費を除 い た 他 の 要

素で は，営業外差損 の 影響が大 きく，設備投 資 に伴 う金

利負担 が 利益 の 圧 迫要因 と な っ て い る．

IV　結論 と展望

　本稿で は ，エ チ レ ン 30 万 ト ン 基準に 焦点 を当 て て ，

高度 成 長期 の 石油化学協調懇談会の 投資調整 と産業組織

へ の 影響 を 検討 した．そ の 際，産業政 策 の 範囲 を 石油 政

策 と原 料転 換 政 策 に ま で 拡 張 し，エ チ レ ン 30 万 ト ン 基

準 の 下で の 石油化学 企 業 の 設備投資行動 に対 し て 両政策

が与えた 影響 を捉 え る こ と に 努 め た ．

　協調懇 は ，私 企 業 間の 投資調整 を行政 が 指導 ・監督す

る 条件 に よ り，独禁法 との 折 り合 い を 付 けて きた．しか

し，設備枠 の 配分 とい うカ ル テ ル 的調整 に 替 え て 67 年

に 提示 され た エ チ レ ン 30 万 トン 基 準 は 客観的 な ル
ー

ル

で あ る が ， 投資単位 の 政策的誘導と個別計画 の 審査 とい

う運用 を通 じて，外資 の 排除など行政指導 の 裁量が発揮

され た ．ポ ス ト 30 万 ト ン 体制 で は ，通産省 と エ チ レ ン

セ ン ター 12社 で 構成 さ れた政策委員会 に よ っ て 投資順

位 が 調整 され ，
一
時 カ ル テ ル 的対応 へ の 回帰がみられ た ．

しか し，74 年 に 総 需 要抑制政策 の 環 と して 「上 か ら

の 調 整」が 求 め られ た こ とで ， 再び行政指導 に 基 づ く調

整 が 行 わ れ た ．30 万 ト ン の 大型 設備 や 石油危機 と い っ

た 劇 的 変 化 の 際 に は ，私 企業の 組織的調整 で は な く，政

な っ たの で あ る
1‘’D．

府当局 に よ る 行政指導 が，投資調整

の 主体 と して 選好 され た の で あ る．

　エ チ レ ン 30 万 ト ン 基準の 設定は，

需 要 見 通 し と基 準稼働率 を ベ ー
ス に

した 設備枠 の 配分 と い うマ ク ロ 的調

整 を優先す る 方式 か ら，個 々 の コ ン

ビ ナ ートを 対象 と した ミ ク ロ 的調整

を重視 す る 方式 へ の 移行 を意味 し

た．しか し，原料供給 に おけ る共 同

石油 系精製会社 の 積極的育成 ，誘導

晶需要 に おけ る塩化 ビ ニ ル モ ノ マ
ー

の 原料転換政策，そ して 短期間 の 輪

番投資 と い う企 業 間提携 は ，競争促

進的要素 と して 複合 し，30 万 ト ン

計画の 佃別審査 と い う ミ ク ロ 的調整

過程 で
， 過剰投資をもた らす要因 と

　ただ，石油危機 の 影響 が 深刻化す る まで ，30 万 ト ン

体制 の 設 備 稼働 率 は そ れ ほ ど低 い 水準 で は な か っ た．し

か し な が ら ， プ ラ ン トの 所 有 数 な ど を 反 映 して 企 業閊で

稼働率 に大 きな 格差が 生 じて お り，30 万 トン プ ラ ン ト 1

基 で参入 した 企 業は，誘導品の 販売力が 十 分 で は な い 場

合，困難な経営に直面 す る こ と とな っ た．

　石 油危機 を境 と し て ，そ れ ま で 比 較 的 安価 で あ っ た ナ

フ サ が コ ス ト要因 と して の 要素 を 高 め た こ と で ，石油化

学業界 は 原料 ナ フ サ 問題 へ の 取 り組 み を 本格的 に 開始す

る．石油業界 との 利害の 対立 も先鋭化 し，そ の 問題 の 解

決 が 198e 年代前半 の 特定産業構 造 改善 臨 時措 置法 （産

構 法）に 基 づ く体 制 整 備 に つ な が っ て い る．70 年代後

半か ら 80 年代初 頭 に か け て の 石 油化 学 の 動 向の 考察 に

つ い て は 別稿 に 譲 りた い ．

注

1）　 1960 年代初頭 に は 「新産業体制論」 と し て 産 業組
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　 とな る．そ の 後合 成繊 維，石 湘化学，紙 パ ル プ の 3 業

　種で は ， 特振法 の 基本方針 が 政府 と民 間 の 協議 に よ る

　調整方式 と して 受け継 が れ た （通 商産業省編 『通 商 産

　業 政 策史　第 10 巻 　第 皿 期 　 高 度 成 長 期 （3）』通 商

　産業調査会，1990 年，85 頁）．

2） 鶴 田 俊正 「高度成長期」 （小宮隆太郎
・
奥野 正 寛

・

　鈴村興 太郎編 『目 本 の 産 業 政 策』 東京大学 出 版 会 ，

　 1984 年），65 頁．
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5） 供給過剰とい う事後的な投資結果だけ で な く，強気

　 の 需要見通 しや エ チ レ ン需要 の 確保を目的とした性急

　な誘導品の 企業化 な ど事前 の 投資行動 もまた，過度 の

　投資 と い う意味 で 過剩投資 の 概 念 に 含 ま れ る だ ろ う．
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　過剰投資 の 実態を よ り正確に捉え られ る と考える．

6）　今 井賢
一

『現代 産業 組織 』岩波 書 店 ， 1976 年 ，

　 145−149頁，小宮隆太郎 「現代 凵本経済研究』東 京大

　学 出 版会 ，1975 年，314−315 頁．

7＞　．｛輪芳 朗 『日本 の 企 業 と 産業組織』東京 大 学 出 版 会，
　 1990 年，第 9 章．

8）　鶴田，前掲論文，69 頁．

9）　宮崎義
一一

「戦 後 日本の 経済機構』新評論 71966 年，

　第 2 章．本稿 で は 産業政策 に 焦点 を絞 る た め
， 系列融

　資 な ど金 融機 関が 石 油 化学 企 業 の 設 備投 資に 与 え る 影
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　単位 との 積 か らエ チ レ ン換 算需要 量 が 計算 さ れ る （低

　密度，高密度ポ リエ チ レ ン の 当時の 名称は 高圧 法，中
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歴 史 と 経 済 第 206 ．
号 （2010 年 1 月）
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　能力 を控 除 した 新規増設枠 は
，

わ ずか 5 万 ト ン で あ っ

　 た ．し か し ，6 月 の 第 7 回 協調懇 の 需 要 見 通 し （67 年

　度ベ ー
ス ）で は ，71 年度 の 需要 を 246 万 トン ，所 要
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　提示 した ．ま た 1955 年 の 国民車育成 構 想 に 示 され た

　裁 罩：的性 格 を 挙 げ，村 上 の 「固 定 ルール 的 」認識 を過

　大評価 と し た （橋本寿朗 「口本経済論』 ミ ネル ヴ ァ 書

　房，1991 年，287 頁）．

41）協 調 懇 末期 に は，政 府 の 総 需 要 抑制政 策の 観点 か ら

　 エ チ レ ン 設備 の 新設認可 を特定 の 1 社 に絞 り込む強制

　 的措置が と られ て お り1 村 Eに よ る 「指示的」条件 の

　 反 例 もみ られ る ．

42）水口 ，前掲書，158 頁 ．な お 1960 年 9 月 に 設 立 さ

　 れ た 関 西経 済 開 発 連合 の 構成企業 は ，宇部 興 産，大阪

　 痔達，大津 ゴ ム （後 に 脱退 ），新 日 本 窒 素肥料，積水

　化学，帝 人，東洋 ゴ ム ，日綿 実業，日本通 運 ，円立 造

　船 ， 丸善石 油 ，丸善石油化学 の 三 和銀行系企 業 12 社

　 で あ る．こ の うち丸善石油化 学 と大津 ゴ ム を除 い た

　 10社 で 関西石抽化学 を 64 年 7 月 に 設 立 した．

43） 同 上 ，160 頁．

44）鶴崎油化 は，67 年 S 月設立 の 昭和霓工 系 の エ チ レ

　 ン 製造会社 （出資比率 は ，昭和電 工 70 ％ ，八 幡製 鉄

　10 ％，八 幡化学 10％ ，九 州石油 10％ ）．当 初 計 画 さ

　れ た フ ィ リ ッ プ ス の 出資比 率 35 ％ は
， 昭 和電⊥ の 持

　分 の 半分 に 当た る （昭和電工 株式会社 編 「昭和 電 工 石

　油化学発展史
一

昭和油化 の 設 立 か ら 合併 ま で』1981

　年，58 頁）．

45）累積投票とは，同
一

の 株主総会 に お い て 2 名以上 の

　取締役 を選任 す る場合，各株 主 の 議決権数 は，保有株

　式数 に 選任 され る 取締役数 を 乗 じた もの と し，そ の 行

　 使 につ い て は 1 人 の 取 締役候 補者 に 集申，あ る い は 任

　 意 に 2 人 以 上 の 候補者 に 分散 して 投 票す る こ と を 認め

　 る 制度 で あ り，少数派株 主 の 保護 と経営参加を 目的 と

　 して い る．
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高度成長期 目本の 産業政策 と設備投 資調整 （橋本）

46｝ 前掲 『昭 和電 ⊥ そ1油化学発展史』 62 頁．なお，誘

　導晶 の 製造 を担 当す る 日本 オ レ フ ィ ン 化学へ の フ ィ リ

　 ッ ブス の 出資 は ，当初 の 予定通 り 40 ％が認め られて

　 い る．

47＞ 『化学 経済」 1967年 【2 月 号，3 頁 ．

48｝ 口 本 ユ ニ カーの
・
方 の 親会社 で あ る 日東化学 の 経 営

　 再建 で は ，当初 i菱 レ イ ヨ ン，i｛菱油化，　 …菱化成 ，

　旭硝子，旺菱商事 の 5 社が 資本参加す る 予定で あ っ た．

　 しか し，UCC は 三 菱 レ イ ヨ ン の み 出資 を 認 め ，一三菱

　 レ イ ヨ ン 主 導に よ る H 東化学 の 再建が 66 年に 図 ら れ

　 て い た ．UCC が 他 の 三 菱 系企業 の 参加 に 難色を示 し

　 た 背景 に は ，＝ 菱油化 が シ ェ ル ，＝ 菱化成 （三 菱 モ ン

　 サ ン ト化成） が モ ン サ ン ト と資本提携の 関係 に あ り，

　 自社 の 機 密保持 が 難 しい と い う判 断 の た め で あ る 〔近

　 藤 完
・

「日本 化学 11業論」勁草書房 ，1968 年，454 −

　 4S5 頁）。通産省 の UCC 排除 は，こ の 経緯 を 踏まえた

　 措
．
置 と考 え られ る．

49）化学経済研 究所 『昭 和 43 年度　化学 工 業総合調査

　 第 2 部国内編』2H 頁．

50）通 産省 が も ち か けた 三 菱油化 と の 提携案を大協和 li

　油化学 側 が 断 っ たの は ，

一
｛菱油化 に

…
方的 に 有利 な条

　 作 で あ っ た た め で あ る ．興銀系 企 業集団 と して 30 万

　 ト ン 計画 を新 た に 作成 し た こ とで 政 治 的 ・感 情 的 に 通

　産 省 と大協和 石 油 化 学 の 関係 は悪 化 した が，化 学 工 業

　 局長 の 移動 に よ り和解 した とさ れ る （同．E，212 −213

　 頁）．

51）　1，　il．土1，　213，　225 頁．

52） 出資構成 は 大協石 油 25 ％ ，協和発酵 20 ％ ， 東洋曹

　 達 20 ％ ，大 日 本 イ ン キ 15％ ，日 立 化成 5 ％，鉄興 社

　 5 ％ ，目本興業銀行 10％ へ と 変更 さ れ た．

53）岡崎哲二 ・加藤健太 「メ イ ンバ ン ク シ ス テ ム ー．目本

　興 業銀行 と戦後 の 化学 工 業」 （伊丹他 ， 前掲書） で は ，

　 傘下 の 化学企業 に 対す る 興銀 の 経営行動 を分析 して い

　 る．

54） 丸善石 油化学 の ケ
ー

ス で は，親会社 の 丸善石油 の 経

　営 不振 か ら，1964 年 に 全 額所有す る 丸善 イ1化株 の

　50 ％ を 三 和銀行系
・
興銀系 の 各誘導品企 業 に 放 IBし，

　誘導品企業が 資本参加 し た統治構造へ の 変更が み られ

　 た ．

55） 前掲 「昭和 43 年度　化学 工 業総合調 杳 　第 2 部 国

　内編』224 頁．

56） 三 井 石 汕化学 工 業 株式会社編 『三 井 石 油化 学 工 業

　 30 年 史』73 貞，

57） 67 年 8 月 の 石油 審議会 で は 口本石油精製 に 冂産 11

　万 バ レ ル ，鹿島石汕 に 12 万バ レ ル の 増 設 を 認可 して

　 い る，鹿 島石 汕 の 場 合，現 実 に製 汕所 が 存在 して い な

　 い に もか か わ ら ず，さ ら に 68 年 に 6 万 バ レ ル の 増設

　 が 認 叮 さ れ た．

58） m 本 の 石 油化 学 ：L業』1967 年 ， 324 頁 ； 1968 年 ，

　 317 頁、
59） 「日本 の 石油化学工 業』 1967 年 ，

31  頁．

60） 『日 本 の 石 油 化学 工 業」 1968 年，317 頁 ； 1969 年，
　 323 頁．

61） こ の 提携関係 は，原料ナ フ サ の 問題 だ けで な く，両

　社 の 誘導晶事情 も影響 して い る．三 井石油化学で は ，

　 ・
方 の 親会社 で あ る デ ュ ポ ン の 慎 重 な 経営判断に よ る

　三 井 ポ リケ ミカ ル の 低密 度 ポ リ エ チ レ ン の 増 設 延 期 と

　
・
部 誘導 品 の 分 科 会 で の 未 承 認 が あ り，口本石 油化学

　 で は ，エ チ レ ン の 自社 生 産を口的 と した 旭 化成 や 昭和

　電 T．な ど有力誘導品 メ
ーカー

の 川 崎地 区 か ら の ee）i見が

　問 題 と な っ て い た （「化 学経済』1968 年 4 月号，11

　頁）．

62） 三 井石 油化学 が 住友化学 か ら の 輪番投 資の 中 し入 れ

　 を拒否 した の は，1町社 と も先番投資 を 主 張 し て 譲 ら な

　か っ た こ とが 大 き い ．旺井石汕化学が 日 本石油化学 を

　提携相手 に 選 ん だ こ と は，30 万 ト ン 基準の 公表直前

　 ま で 千葉 地 区で 住友化学 との 提携 を検討 して い た 通 産

　省 の 想 定 と も異 な る 結 果で あ っ た （『囗刊 工 業新 聞』

　 1967 年 5 月 29 日）．最終的 に 凵本石油化学 との 共同

　 投 資 を通 産 省が 支持 し た の は，極東石 油 に 関 す る 措 置

　 の 補償 の 意味 も含まれ て い る と考 え られ る ．

63）橘川，前掲論文，400 頁 ；橘川武郎 「凵本の 企 業集

　団
一財 閥の 連続 と断絶』有斐閣 ， 1996 年 ， 192−195

　頁．
64） 三 井石 油化学 の 選択 は，凵本石汕化学 と の 共同計画

　 を進 め て い た 東洋 レ
ーヨ ン の 動 向 と連 動 して い る ．東

　 レ は 主力事業 の ポ リ エ ス テ ル の 競争 力 を 高 め る た め ，

　原料 か らの
一
貫生産を確立す る 計画を立案 し，67 年 4

　月 に は 調達先 と して 日本石油化学 に 接近 して い た （東

　 レ株式会社編 『東 レ 50 年史』 1977 年，173 頁）．企 業

　の 統治構造をみ て も ， 東 レ は 三 井石 油化学の 最大株主

　 で あ り，当時 の 三 井 石 油化学社長 ・岩永巌 は 48 年 か

　ら 60 年 ま で 東 レ の 常務取締役 を，60 年 か ら 63 年 に

　 は 同副社長を務 め て い た．

65丿 三 井東1」三化学株式会社編 「二 井東 圧 化学社史」 lgg4

　年，504，521−522，525−526 頁，
66）化 学 経 済 研 究 所 厂昭 和 43 年 度 化 学 工 業 総 合 調 査

　第 2 部 国 内偏』 lo8 頁．鹿島石 油 は，
’
：1菱油化 と共 同

　石油が各 30％，大 協石油 25 ％，東京電力 15 ％出資

　 の 精製専門会社 で あ り，石油製品 の 販売 は共同石油 と

　大協石 油 が 担当 した．

67）水 口 ， 前掲書，150 頁，原 資料 は f三 菱汕化 社 史 ・

　 二 次稿第 3 分冊』．三 菱油化 は 当初 シ ェ ル ・昭 和石 油

　グ ル ープ に 鹿島計画へ の 協力を求め た が ，揮発油 の 多

　 くが ガ ソ リ ン よ り も安価 な ナ フ サ に 消費 さ れ る こ とが

　嫌われ，要請が断 られ た経緯 が あ る （「囗 本 の 石 油化

　学
一
匚業』 1968 年，314頁），

68）67 年の 石汕審議会 で は，一三菱石油 （三 菱 グ ル
ープ

　 と ゲ テ ィ オ イ ル の 折 半 出 資 ） の 増 設 は 認 め られ て い な

　 い ．三 菱化成 は ，69 年 に 共 同 石 油 グ ル
ー

プ の ア ジ ア

　石油 の 株式 を 51 ％ 取得 し，共同石油 と の 関係構築 を

　画 策 した ．累積赤字 を抱 え た 無 配 当 会社 を支 配 下 に 置

　い た 三 菱化成 の 経営行動 に つ い て は，ナ フ サ 手当 と 三

　菱油化
一
鹿島石油へ の 対抗 だ けで な く， 原油納入権 の

　確保 を 目 的 と した 三 菱商 事 の 意向が 働 い て い る U亅
’
能性

　が 指摘 さ れ て い る （『日 本 の 石 油化学．」．：業」1969 年，
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　 316 頁）．

69）「凵 本の 石油化学工 業』 1968 年，64 頁．
70 ）『化学経 済』 1968 年 4 月号，14 頁．
71 ）塩 化 ビ ニ ル を石油化学 と結 び つ け た の は，塩 化 ビ ニ

　 ル モ ノ マ
ー

の 生 産で の ，オ キ シ ク ロ リ ネ ー
シ ョ ン 法の

　採用 で あ る．しか し，そ の 製 法 の 採算 に 現実性 を与 え

　転換 を加速 させ る契機 とな っ た の は ，
エ チ レ ン 30 万

　 トン 計画 で あ る．
72） 代 永 構 想 の 骨 壬 は 次 の 4 点 で あ る．（1）今後 の 塩 化

　ビ ニ ル モ ノ マ ー設 備 は 石 油 化 学 方 式 を 採 用 し，カーバ

　 イ ドを原料 とす る 設備 は で きる だけ早く転換す る，（2）

　 立 地 は 石油化学 の エ チ レ ン セ ン タ
ー

の 隣接地 と し，規

　模は 年産 10万 トン 以 上 と す る，（3） 塩 化 ビ ニ ル モ ノ

　マ ー計 画 は，塩化ビ ニ ル 樹 脂 の 裏付 け が あ る もの とす

　 る ，（4）塩素源 の 電解設備 で は ，塩素 と苛性 ソ ーダ の

　 バ ラ ン ス を と る （塩 化 ビ ニ
ー

ル 工 業協会編 「塩化 ビニ

　 ル 工 業 30 年の 歩 み 』 1985 年，58 貞）．

73〕『化学経済』 1968 年 4 月号，17 頁．

74） 1日刊 工 業新聞』1967 年 2 月 14 日．

75）三 菱汕化
・
鹿島 （鹿 島塩 ビ モ ノ マ ー

），住友化学
・

　 千 葉 （千 葉 塩 ビ モ ノ マ → ，大 阪 石 油 化 学 ・泉 北 （三

　井泉北石 油化学），
三 菱化成 ・水島 （水島有機 ），旭化

　成
・
水 島 （山陽モ ノマ

ー
），東燃石油化学

・
川崎 （セ

　 ン トラ ル 化学），新大 協和石油化学
・四 凵市 （東洋曹

　達） の 7 計画 で あ る．
76 ） 佐伯康 治 は

， 67 年 と 71 年 の 塩 ビ モ ノ マ
ー

の 生産能

　力 シ ェ ア （原単位修正 済 み 〉 を比 較 して い る が
，

こ の

　計測 方法 に は 問 題 が あ る．ま た塩 ビ モ ノ マ ー
の み を 対

　象と して い る た め，他 の エ チ レ ン 誘導品 との 関 係 が 不

　明 で あ る　（佐伯康治 「石油化学 の 巨大化 と塩化 ビ ニ ル

　 工 業 の 構造 変化」 「工 業材料』第 23 巻 第 2 号，1975

　年）．

77）各誘導品 の 中 で 塩化 ビ ニ ル モ ノ マ ーが 最 大 の 寄 与率

　 を示す コ ン ビ ナ
ートは ，大 阪石油化学

・
泉北 （38 ，0）

　 三 菱 油 化
・
鹿 島 （36．7），住友化学

・
千葉 （24，3），　 こ

　菱化成 ・水島 （20，9） の 4 コ ン ビナ ートで あ る．出光

　石汕化学 ・徳 山 は 30 万 ト ン 計画 で は ない が ，
こ の 間

　 の 能力増 に 対す る 塩 ビ モ ノ マ
ー

の 寄与率 は 55．4 で あ

　 る ．

78）『H 刊工業新聞」1969 年 5 月 5 日．

79） 『日刊 工 業新 聞』1968 年 ll 月 5H ．

80）66 年 9 月 の 設立時 の 出資比率 は ，鉄興社 45 ％，徳

　山曹達 35 ％，ダイセ ル 20 ％ で あ っ た ．し か し，設備

　枠譲渡 の 結果，鉄興社 40 ％ ，徳 山曹達 40 ％ ， ダ イ セ

　 ル 20 ％ に変 更 さ れ た ．

81）高密度 ポ リ エ チ レ ン 市場 は ，67 年ま で 三 井石油化

　学 （チ
ーグ ラ ー

法），日本オ レ フ ィ ン 化学 （フ ィ リ ッ

　プ ス法）， 占河化学 （ス タ ン ダー ド法） の 3 社寡 占が

　続 い た ．こ れ は ， 3 社 が 各製法 の 独 占実施権を得 て い

　 た こ と が 大 きい （前掲 『石油 化学 工 業 10 年史』 348

　頁）．自社 技 術 に よ る 高 密 度 ポ リ エ チ レ ン 分 野 へ の 市

　場参 入 で は 三 菱化成 が 先陣を切 り，65 年 に 認 ロ∫さ れ

　68 年 に 企業化 を果た して い る．

82）低密度ポ リ エ チ レ ン は 68 年 まで 価格競争 を展開 し

　 た 結果，原価割れ販売 と な り，68 年 か ら 6g 年 に か け

　 て 業 界全 体 で 値 上 げ を 図 っ た ．こ の こ と が や が て 71

　年 末 の 価格協定 の 疑 い で 公 取 委の i）1ち 入 り検 査 を受 け

　 る こ と に な る （「日本 の 石 油化学 工 業』 1968 年，448

　頁 ； 1969 年，440 頁 ； 1973 年，474 頁）．

83）平野 ，前掲 論 文，40−45 頁 ，

84）同上，39−40 頁．
85）住友化学 と東燃石 油化学 の 輪番投 資契約 は

，
69 年

　秋 ま で に 住友化学 が 丁
・
葉 に 30 万 トン 設 備 を 完 成 さ せ，

　2 年後 の 71 年秋 まで に 東燃 石 油化学 が 30 万 トン 設 備

　を川崎 に建設す る とい う内容 で あ っ た 〔実際 の 完成時

　期 は，仕友化学 は 70 年 1 月，東燃石油化学 は 72 年 1

　月）．水 島地 区の 共同
・
輪番投資契約 は，70 年 4 月完

　成 を H 標 に 三 菱化 成 が 30 万 トン 設 備 を 建 設 し，そ の

　後 2 年 以 内 に 旭化成 が 30 万 トン 設備 を完成 させ る と

　 い う内 容 で あ る ．68 年 7 月 に 水 島エ チ レ ン ，69 年 11

　月 に 山陽 エ チ レ ン が 設 立 され ，両 エ チ レ ン 製 造 会 社 に

　 こ菱 化成 と山陽 石 油化学 （旭化 成 80 ％ ， 日 本鉱業

　20 ％）が折半 出資 した （設備 の 完成 は，水島 エ チ レ

　 ン が 70 年 7 月 ，山 陽 エ チ レ ン が 72 年 4 月 ） （住 友化

　学 工 業株式会 社 編 『住友化 学 工 業 株式会 社 史 』 1981

　年，562頁 ；三 菱化 h£ LL：業株式会社編 『三 菱化成社史』

　 1981 年，327 頁）．い ず れ の 場合 も，設備 の 完成 に 要

　す る期 間 は 1 年半
〜2 年程 度 で あ る た め，完 成 予定の

　お お よ そ 2 年前 に は 認可 が 与 え られ て い る ．

86）設備枠 の 算出 に 用 い られ る 将来需要 の 時点 を 2 年先，

　3 年先，4 年先 に 必 要 に応 じて 変更す る こ とで ，新規

　設備枠 の 大き さ を コ ン トロ ール した とす る 平野 の 主張

　（平野創 「石油化学産業 に お ける 政府 と 業界の 関係性

　
一

石化協 調懇 に お け る 制度運用 シ ス テ ム の 検討」 「経

　営史学会第 44 回 全 岡大 会報告集』2008 年，47．48 頁）

　は，資料解釈 を 誤 っ て お り，正 鵲 を射 て い な い ．

　　平野 は ，10 万 ト ン 基準 が 採用 され た 第 3 回協 調懇

　で は 2 年先 の 需要 を新 規 設 備枠 の 算 出 基 準 と した が ，

　第 5 回協調 懇 で は 3 年先の 需 要 に変更 し た と報告し て

　い る．しか し ， 65 年 1月 の 第 3 回 協調懇 で は ， 64 年

　10 月策定 の 需要見通 し を 用 い て お り，設 備 枠 の 算 出

　基 準 と さ れ た 67 年度 は 2 年先 で は な く，3 年 先 と な

　る （「日 本の 石油化学工 業』 1966 年，14 頁）．需要見

　通 しは 年度 ベ ー
ス で あ る こ と に 留意すべ きで あ る （第

　1 表参照）．

　　また ，平野 は 第 4 回協調懇の 内容に言及 して い な い

　が ， 65 年 12 月 の 第 4 回 と 66 年 2 月 の 第 5 回協調懇

　 は ，65 年 10 月 の 峙点で 策定 さ れ た 需要見 通 し を利 用

　して い る （同 上）．平 野 は第 5 回協調懇を起点 と し て

　期 間 を数 えたた め 3 年先 の 基準 と認識 した．しか し，
　需要見通 しは 65 年度 ベ ー

ス で あ り，設備枠 の 算 出基

　準年度 は 4 年先 の 69 年度 で ある．

　　30 万 ト ン 基 準 が 提 示 さ れ た 第 7 同 協調 懇 の 投資 調

　整 で は，設備枠確保 の た め ，4 年先 の 需要基準 が 採用

　され た と い う認識 を平 野 は示 し た （平 野，前掲論文，

　37 頁）．し か し，5 年問 の 需 要見通 し の 最終年度 （4
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　年先〉 に 基 づ い た 設 備枠 の 算 出 は，す で に 第 4 回 協 調

　 懇 か ら実 施 され て い る．そ して 第 7 回 以 降 ，と りわ け

　第 9 回 まで は 需 要見通 しに 基 づ く設備枠 の 割当自体 が

　実質的 に 撤廃 されて い た．

　　第 10 回以降も 5 年問の 需要見通 しは 策定 され た が ，

　 そ れ が 第 6 回以 前 の よ うな 設備枠 の 割当 と して 実 際に

　機能す る こ と は な か っ た．こ の 点に 関 して ，平野 は第

　 11 回 と 第 12 回 の 協調懇で 4 年先 か ら 2 年先へ と設備

　枠 の 基準年 が 再 び 変更 さ れ た と して い る ．しか し，第

　 ll 回 と第 12 回の 協調懇で 決定 され た の は，経営環境

　の 悪化 と不況 カ ル テ ル の 結成 を背景 に し た新規設備投

　資の 見合 わせ で あ る．現有能力で 2 年後の 需要 を満た

　せ る とい う判 断 で あ り， 協調 懇の 方針 に よ り設備枠 の

　算出基準 と な る 年度 を 変更 して い る わ けで は な い ．

　　結論 と して ，協調懇の 設備投資調整 の 際，設備枠の

　算出基準と な る年度 の 変更 が 随時行わ れ て い た とは 考

　 えられない ．そ もそ も需要見通 しは 毎年度 ロ
ー

リ ン グ

　し て お り，各年度 の 数値 を修 正 す れ ば事足 りる はず で

　あ る ．

87）30 万 トン 基準後 に 参入 し た 大阪石 油化 学，旭化成，

　昭和竃 工 の 後 々 発 3 社 は ，3  万 トン 基準 の 提示 以 前

　か ら 10 万 ト ン 単位 の 設備枠を確保 する な ど，エ チ レ

　 ン 市場 へ の 参 入 を希望 して い た ．そ の 意味 で 30 万 ト

　 ン 基準 の 直接的影響 は投資規模 の 引き上 げに 限定され

　 る．

88）村 上 も長 期 的 意 思 決定の 将 来の 期待へ の 依 存 を指摘

　 して い る 〔村上，前掲書，56 頁）．
89）不況 カ ル テ ル が 認可 され た 製品 と実施期間は 次 の と

　お りで あ る，塩化 ビ ニ ル 樹脂 （72 年 1 月 1 日〜 9 月

　30 日）， ポ リ プ ロ ピ レ ン （72 年 3 月 16U 〜10 月 31

　 日），高密度ポ リ エ チ レ ン （同左），エ チ レ ン （72 年 4

　月 15 日〜nH31H ）．低密度ポ リエ チ レ ン が 対象外

　で あ る の は ，72 年 3 月 に 販 売価格 の 引 き 上 げ 協定 で

　独禁法違反 の 勧 告 を 受け た た め で あ る （『公正取引』

　260 号，1972 年，27 頁 ；262 号，1972 年，27 頁）．

90）『公 止 取引』262 号 ， 1972 年，29 頁．
9D 同 lt，30 頁．71 年 7 月〜12 月 の 実績 で 全生 産 量 の

　65 ％ が 販 売 さ れ ，子 会 社 等 の 閧 連 会 社 へ の 販 売 を 自

　 家 消 費 に 含 め た 場 合 で も外 販 比 率 は 50 ％ を超 え て い

　 た．

92）『化学経済』1972 年 8 月臨時増 FI」号’，28 頁．

g3）『公 正 取引』 262 号，1972 年，30 頁．

94）「化学経済』 1972 年 1 月号，21 頁．

g5）『公 正 取引』258 号，1972 年，5−6 頁．

96）『化学経済』1972 年 4 月号，19 頁．

97）「産業構造審議会化 学工 業部会 報告書 （石油化学分

　科会〉」 （『化学経済』 1973 年 4 月号），17頁．

9S）石油化 学
一
匚業協会編 「石油化学 工 業 20 年史』 1981

　年，44 頁．こ の 通 産 省の 試算で は，稼働率が 明 ら か

　 で は な い ．

99）林喜 世茂 『巨大 化す る 石 油化学
一70 年代 を変 革す

　 る ：栄光 と悲劇』横川書房 ，1970 年，ll5 頁）．

100）エ チ レ ン の 最 終 原 価 は 副産物の 評 価次第 で 大 き く

　変わ る た め，稼働率 との 関係 は 1 つ の 目安 に 過 ぎ な い

　 こ と に 留意す る 必要があ る．

101）「化学経済」 1972 年 8 月号，58 頁。こ こ で の 丸善

　 石 化 の 利 益計算 で は 営 業外費用 が 不 明 で あ るが ，後 述

　す る よ うに 金利 コ ス トは 収益 の 圧 迫要 因 に な っ て い る

　と考え ら れ る．

102）橋本 ， 前掲論文 ， 70 頁，

le3） 71 年 か ら 74 年 まで の 利益 は 「当期純 利 益」，75 年

　の 利益 は 「経常利 益 」 で あ る．利益 変化 の 分解式 は
，

　北 井 義 久 「石 油 化 学 工 業 の 収 益 動 向 と 企 業 の 対 応 」

　（日本長期信 用 銀行調査部 『調査月報』180 号，1980

　年）を参考 に した．

104）政府 ・
通産省 の 内部 に焦点 を当 て た 更な る 分析 と

　 して ， 投 資 調 整 政 策，外資 規 制，石油 政 策，原料転換

　政策 と い っ た複数 の 産業政策 間 の 整合性，あ る い は 政

　策体系と して の ま と ま りの よ さ と い う意味 で の ポ リ シ

　
ー・イ ン テ グ リ テ ィ と，そ の 背後 に あ る 政 策担 当部局

　問 の コ
ー

デ ィ ネーシ ョ ン とい う2 つ の 主 題 が あ る．本

　格的な検討 は
， 今後 の 課題 と した い ．

　　　 　　　　　　　　　　　　 　 （筆者
・
信州大学）
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